
基本 的

することで、公用車等を使用する者に対して違

期間目標 反、事故を起こすことがないよう啓発を進める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0

か

95 95

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得し、公用車等を使用するものに対して違反、事
実　績

故を起こすことのないよう啓発を進めた。

安全運転管

効

理者の指導、啓発が徹底されたため。
理　由

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得することで、公用車等を使用するものに対して
今後の取組

違反、事故を起こすことがないよう啓発を進める。

果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20101 総務費・総

政

務管理費・一般管理費

経

事　業 020100 秘

施 営

書事務費(共通)

効率

を

的で公平性・透明性が

行

保たれた市政運営が図

い

られるよう、市長・副

ま

市長の市政運営を補佐

す

する。

事業概要

細かな

【

スケジュール設定や適

方

正な予算執行により、

針

市長・副市長の市政運

】

営を補佐する。

期間目

策

１

標

国庫支出金 県支出金

「

地方債 その他 一般財源

第

事業費計 （千円）

令和

２

 4年度実績 0 0 0 0

次

4,525 4,525

小

令和 5年度実績 0 0

林

0 0 4,319 4,3

市

19

成果指標名 市長交

総

際費執行状況公表 単位

合

回

計画 12 計画 12
令

５

計

和 4年度 令和 5年

画

度 令和 6年度計画 1

」

2
実績 12 実績 12

活

を

動指標名 単位

計画 0 計

中

画 0
令和 4年度 令和

心

 5年度 令和 6年度

と

計画 0
実績 0 実績 0

活

し

動指標名 単位

計画 0 計

た

画 0
令和 4年度 令和

効

 5年度 令和 6年度

－

率

計画 0
実績 0 実績 0

効

的

率的で公平性・透明性

か

が保たれた市政運営に

つ

努めるとともに、市長

効

交際費の執行状況を毎

果

月（１２月）公表
実　

的

績
した。

適正なスケジ

な

ュール管理・予算執行

行

により、効率的で公平

政

性・透明性が保たれた

１

経

市政運営が図られたた

営

め。
理　由

適正なスケ

の

ジュール管理・予算執

推

行に努め、効率的で公

進

平性・透明性が保たれた市政運営が図られるよう、市
今後の取組

長・副市長を補佐する。

　

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般

効

管理費

事　業 040100 車両管理費(共通)

道路交通法第74条の３に基づき、本庁舎において安全運転管理者・副安全運転管理者をそれぞれ選任し、安全

運転管理者等講習を毎年１回受講することが義務付けられている

率

。

・本庁舎　　安全運転管理者１名、副安全運転管理者５名

事業概要 ・須木庁舎　安全運転管理者１名

・野尻庁舎　安全運転管理者１名、副安全運転管理者１名

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得
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基本 的

定整備車両台数 単位 台

計画 5 計画 10
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 7 実績 10

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和

か

 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

公用車3台の車検と7台の法定整備等を適正に実施した。
実　績

車検切れの公用車がないようチェック機能を含め公用車の安全管理に努めるため。
理　由

車検一覧表や

つ

チェック表、各公用車内に車検期限日を貼付するなどの対策を行っていく。須木庁舎の組織統合
今後の取組

に向け集中管理車の台数整理を行いコスト削減に努めていく。

効果

所　　属 102

的

500 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

101 総務費・総務管

政

理費・一般管理費

事　

経

業 040200 車両管

施 営

理費(小林)

●集中管

を

理車44台を含め55

行

台を管理しており、各

い

公用車を安全かつ適法

ま

に管理できるよう努め

す

ている。公用車

管理棟

【

に職員１名を配置し、

方

情報共有を図りながら

針

日常的に集中管理車の

】

点検整備・予約管理・

策

１

清掃等を行っ

ている。

「

事業概要 ●車検につい

第

ても、車検計画を立て

２

随時業者へ委託してい

次

る。

●運転前後のアル

小

コール検知義務化によ

林

り、毎年度機器を更新

市

し整備する。

多額の修

総

繕料がかからないよう

合

日常的な点検と整備を

５

計

実施する。

期間目標

国

画

庫支出金 県支出金 地方

」

債 その他 一般財源 事業

を

費計 （千円）

令和 4

中

年度実績 0 0 0 0 0 0

心

令和 5年度実績 0 0

と

0 0 13,641 13

し

,641

活動指標名 単

た

位

計画 0 計画 0
令和 

効

4年度 令和 5年度 令

－

率

和 6年度計画 0
実績

的

0 実績 0

活動指標名 単

か

位

計画 0 計画 0
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令

効

和 6年度計画 0
実績

果

0 実績 0

活動指標名 単

的

位

計画 0 計画 0
令和 

な

4年度 令和 5年度 令

行

和 6年度計画 0
実績

政

0 実績 0

公用車の運行

１

経

に支障を来さないよう

営

に修繕につとめ、安全

の

かつ効率的な運用を図

推

ることができた。
実　

進

績

公用車の点検と整備を日々行い、不具合が発見された際は速やかに修繕を行った。
理　由

今後も継続し適正な管理を行う。
今後の取

　

組

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎）

効

会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 040300 車両管理費(須木)

須木庁舎：地域振興課で管理する公用車３台の車検と7台の法定整備等、維持修繕を実施する。

事業概要

公用車

率

7台は法定整備等、維持修繕を実施する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,498 1,498

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,381 1,381

活動指標名 法
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基本 的

最も年式の古い車両を管財課車両として払下げる。

令和7年 :普通車1台、軽貨物2台　／　 令和8年 :軽貨物（軽ﾄﾗｯｸ）2台　　 ※前年実績により変更有

環境基本計画に基づいて、安全走行に支障をきたすこ

か

との無いよう定期的な車両更新を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 4,600 0 1,314 5,914

活動指標名 電気自動車購

つ

入 単位 台

計画 0 計画 2
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 1

実績 0 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5

効

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

電気自動車２台を更新した。
実　績

走行距離や車両の状態を確認し年次的に更新計画を立てている。
理　由

走行距離や車両の状態等を勘案し年次的に車両更新を行う。また、安全運転の

果

観点から全社にドライブレコー
今後の取組

ダーを装備することで事

所

故抑制に努める。

　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

1 総務費・総務管理費

経

・一般管理費

事　業 0

施 営

40400 車両管理費

を

(野尻)

集中管理車両

行

　９台

 

車検対応車　

い

４台

事業概要 12ヶ月

ま

点検　６台

 

集中管理

す

車両の車検や12ヶ月

【

点検等を確実に実施す

方

る。

期間目標 適正な管

針

理運用を行い、長期的

】

な使用を目指す。

国庫

策

１

支出金 県支出金 地方債

「

その他 一般財源 事業費

第

計 （千円）

令和 4年

２

度実績 0 0 0 0 1,0

次

06 1,006

令和 

小

5年度実績 0 0 0 0 1

林

,189 1,189

成

市

果指標名 故障運行不能

総

車両台数 単位 台

計画 0

合

計画 0
令和 4年度 令

５

計

和 5年度 令和 6年

画

度計画 0
実績 0 実績 1

」

活動指標名 単位

計画 0

を

計画 0
令和 4年度 令

中

和 5年度 令和 6年

心

度計画 0
実績 0 実績 0

と

活動指標名 単位

計画 0

し

計画 0
令和 4年度 令

た

和 5年度 令和 6年

効

度計画 0
実績 0 実績 0

－

率

使用中に走行不能とな

的

った車両が1台あり廃

か

車とした。その他の車

つ

両においては適正に管

効

理できた。
実　績

経年

果

劣化が原因による不測

的

の故障が発生し、走行

な

不能となり、多経過年

行

により修繕が不可能で

政

あったため、使
理　由

１

経

用中止の措置を行った

営

。 

こまめな修繕と定

の

期検査の実施、計画的

推

な車両の更新を実施す

進

る。
今後の取組

　

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 060200 車両購入費(小林)

購入から10年、走行距離

効

10万キロを超える車両については、年次的に買い替えを実施。

購入から10年以上経過している車両（29／55台）が有る。点検整備を実施しているものの老朽化等による安全

走行が危惧されることから、更新計画によ

率

り2台の更新を行う。

事業概要 ●更新計画　 令和6年 :軽貨物2台 (工作車① 20年経過 138,212km ／ 工作車② 19年経過 148,055km）購入

車両2台は集中管理車とし、集中管理者から
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基本 的

間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,247 4,247

令和 5年度実績 0 0 0 0 4,323 4,323

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令

か

和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

健全な財政運

つ

営を推進するため、各業務を行った。
実　績

健全な財政運営が図られている。
理　由

健全な財政運営を推進するため、各業務を実施する。
今後の取組

効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

101 総務費・総務管

政

理費・一般管理費

事　

経

業 090100 物品購

施 営

入事業費(共通)

　本

を

市における物品出納の

行

総括課として、各課で

い

購入する備品、消耗品

ま

及び印刷物に係る競争

す

入札及び競争見

積等の

【

事務を一元的に行って

方

いる。

　また、換価価

針

値のある不用物品の処

】

分を行っており、本細

策

１

目では主に不用物品処

「

分に係る経費を計上す

第

るも

事業概要 の。

　な

２

お、不用物品の処分に

次

ついては、売却収入の

小

向上を図るため、高収

林

益の見込める新たな売

市

却方式を模索す

る。

　

総

換価価値のある不用物

合

品を、適正な市場価格

５

計

で売却することにより

画

売却収入を向上させる

」

。

期間目標

国庫支出金

を

県支出金 地方債 その他

中

一般財源 事業費計 （千

心

円）

令和 4年度実績

と

0 0 0 0 2,280 2

し

,280

令和 5年度

た

実績 0 0 0 221 1,

効

072 1,293

活動

－

率

指標名 ネットオークシ

的

ョンによる売却数 単位

か

台

計画 2 計画 2
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令

効

和 6年度計画 2
実績

果

3 実績 2

活動指標名 単

的

位

計画 0 計画 0
令和 

な

4年度 令和 5年度 令

行

和 6年度計画 0
実績

政

0 実績 0

活動指標名 単

１

経

位

計画 0 計画 0
令和 

営

4年度 令和 5年度 令

の

和 6年度計画 0
実績

推

0 実績 0

換価価値があ

進

る車両の売却について、計画数2台に対し2台の売却を行った。
実　績

車両所管課の事業見直しにより不要となった車両（図書館バス

　

・４ｔダンプ）を売却した。
理　由

車両等、換価価値のある物品が不要となる時期を見極め、適時に売却する。
今後の取組

効

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020103 総務費・総務管理費・財政管理費

事　業 010100 財政管理事業費(共通)

　市

率

財政の健全な運営のため、主に下記の業務を行う。

○ 予算編成

○ 決算統計・財務書類（バランスシート）作成

事業概要 ○ 地方交付税関連業務の総括

○ 県内九市副市長会関連業務　等

　健全な財政運営を推進する。

期
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基本 的

財産管理事業費(小林)

所管するみどり会館、緑ヶ丘ふれあい会館（令和6年度より休止）を解体までの間、山代もみじ館等を継続し

適切に管理しながら利用者や地域住民の安全確保に努める。

事業概要

所管する財産を適切

か

に管理し利用者の安全確保に努める。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,579 2,579

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績

効

0 実績 0

解体を控えた、みどり会館や緑ヶ丘ふれあい会館（令和6年度より休止）を解体までの間、継続し山代もみじ
実　績

館等を適切に管理しながら利用者や地域住民の安全確保に努める。

解体を控えた施設もあり、破損

果

や損壊箇所や害虫等の害も懸念される。定期的な監視と管理、危険

所

防止を行い
理　由

なが

　

ら解体まで安全確保に

　

努める。

解体を控えた

属

施設もあり、破損や損

1

壊箇所や害虫等の害も

0

懸念される。定期的な

2

監視と管理、危険防止

的

5

を行い
今後の取組

なが

0

ら解体まで適正な安全

0

確保に努める。

管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 010100 財産管

施 営

理事業費(共通)

●八

を

幡原市民総合センター

行

の円滑な稼動及び管理

い

を行う。また、管理業

ま

務に従事する職員には

す

、法令に基づく

作業用

【

機器の取扱講習を受講

方

させ安全管理に努める

針

。

●市の所有する管理

】

財産下の災害等による

策

１

一定の損害に対し、損

「

害賠償補償保険や全国

第

市有物件災害共済保険

２

事業概要 に加入し、被

次

害者に対する救済や自

小

然災害による損害等の

林

補償を行う。

●八幡原

市

市民総合センターの円

総

滑な稼動を目指す。

期

合

間目標 ●災害被害者救

５

計

済や当市の損害補填を

画

円滑に対応する。

国庫

」

支出金 県支出金 地方債

を

その他 一般財源 事業費

中

計 （千円）

令和 4年

心

度実績 0 0 0 0 0 0

令

と

和 5年度実績 0 0 0

し

4,166 21,14

た

7 25,313

活動指

効

標名 単位

計画 0 計画 0

－

率

令和 4年度 令和 5

的

年度 令和 6年度計画

か

0
実績 0 実績 0

活動指

つ

標名 単位

計画 0 計画 0

効

令和 4年度 令和 5

果

年度 令和 6年度計画

的

0
実績 0 実績 0

活動指

な

標名 単位

計画 0 計画 0

行

令和 4年度 令和 5

政

年度 令和 6年度計画

１

経

0
実績 0 実績 0

八幡原

営

市民総合センター維持

の

管理を行った。全国市

推

有物件災害共済（公用

進

車、公共施設）の継続加入を行い、
実　績

車両購入や建物の新築解体に合わせ、随時現況にあった内容で保険を更新した。

八幡原市民

　

総合センターの現場職員の意見を聴取しながら修繕等を行った。全国市有物件災害共済は、各課か
理　由

ら提出される財産登載通知を基に災害共済手続きを進めた。

今後も、八幡原市民総合センターの老朽化した部分等の修

効

繕等を行い、利用者が満足するよう維持管理を図っ
今後の取組

ていく。また、災害救済や損害補償を円滑に行い迅速かつ丁寧に解決するよう対応する。

率

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 010200
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基本 的

と協議する必要がある。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 922 922

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年

か

度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

施設の維持管理修繕の

つ

整備に努めることができた。
実　績

地元からの要望に対し、須木地域振興課と連携し施設管理及び状況確認を行った。
理　由

今後、地域住民等からの意見を聞きながら用途や利活用について検討していく。
今後の取組

効果

所　　属 500

的

500 地域振興課（須

な

木庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

5 総務費・総務管理費

経

・財産管理費

事　業 0

施 営

10300 財産管理事

を

業費(須木)

須木区域

行

の行政財産及び普通財

い

産の利便性・安全性・

ま

長寿命化を図るため、

す

各施設の修繕・維持管

【

理を行う。

地区住民が

方

快適に利用できるよう

針

、各地区から要望のあ

】

った公民館の修繕を行

策

１

う。

事業概要

施設修繕

「

を主な目的とした各施

第

設の利便性・安全性・

２

長寿命化を図るための

次

維持管理や修繕を行う

小

。 

期間目標

国庫支出

林

金 県支出金 地方債 その

市

他 一般財源 事業費計 （

総

千円）

令和 4年度実

合

績 0 0 0 0 2,389

５

計

2,389

令和 5年

画

度実績 0 0 0 88 2,

」

669 2,757

活動

を

指標名 修繕箇所 単位 箇

中

所

計画 1 計画 1
令和 

心

4年度 令和 5年度 令

と

和 6年度計画 1
実績

し

7 実績 6

活動指標名 単

た

位

計画 0 計画 0
令和 

効

4年度 令和 5年度 令

－

率

和 6年度計画 0
実績

的

0 実績 0

活動指標名 単

か

位

計画 0 計画 0
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令

効

和 6年度計画 0
実績

果

0 実績 0

奈佐木地区集

的

会施設の床・雨漏り修

な

繕、夏木地区集会施設

行

浄化槽修繕等、５施設

政

を実施。
実　績

須木区

１

経

域内の行政財産につい

営

ては避難所指定の施設

の

もあり、市民が安全安

推

心に利用するために必

進

要な事業であ
理　由

る。また、街路灯の整備は地域住民の安心・安全な生活に繋がる。

今後も、市民（利用者）が安心安全に利用でき

　

るよう緊急性を基準にし、優先順位の高い施設修繕等を実施し
今後の取組

ていく。

効

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 010300 財産管理事業費(須木)

鳥田町小学校跡地及び内山小中学校跡地につ

率

いて、日頃より維持管理修繕の整備に努める。

事業概要

●鳥田町小学校跡地及び内山小中学校跡地を地域住民に有効に安全に利用してもらう。

期間目標 ●鳥田町小学校跡地、内山小中学校跡地の利活用方法について今後地元
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基本 的

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

解体予

か

定のみどり会館解体設計業務の委託を行った。また、山村定住住宅の譲渡に向け分筆登記を実施した。
実　績

みどり会館の解体設計により、解体の実施設計を行った。また、山村定住住宅の分筆を行い、分筆登記及び建
理　

つ

由
物の表示登記を宮崎県公共嘱託登記土地家屋調査士協会へ嘱託登記事務の業務委託を行った。

市有財産を有効活用し、使用しなくなった施設やの土地売却、解体、施設統合等の準備を計画的に進める。
今後の取組

効果

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

5 総務費・総務管理費

経

・財産管理費

事　業 0

施 営

10400 財産管理事

を

業費(野尻)

三ヶ野山

行

駐在所跡地、紙屋保育

い

園跡地、栗須老人福祉

ま

館跡地、小坂ニュータ

す

ウン調整池、旧中央公

【

民館周辺の

草払い及び

方

樹木剪定等を実施する

針

。また、民間事業主に

】

貸し付けている旧マン

策

１

ゴー園の緊急修繕に対

「

応する。

 

事業概要

定

第

期的な草払い等により

２

、適正に管理する。

期

次

間目標  

国庫支出金 県

小

支出金 地方債 その他 一

林

般財源 事業費計 （千円

市

）

令和 4年度実績 0

総

0 0 0 1,890 1,

合

890

令和 5年度実

５

計

績 0 0 0 1,214 △

画

655 559

成果指標

」

名 公共施設苦情件数 単

を

位 件

計画 0 計画 0
令和

中

 4年度 令和 5年度

心

令和 6年度計画 0
実

と

績 0 実績 0

活動指標名

し

単位

計画 0 計画 0
令和

た

 4年度 令和 5年度

効

令和 6年度計画 0
実

－

率

績 0 実績 0

活動指標名

的

単位

計画 0 計画 0
令和

か

 4年度 令和 5年度

つ

令和 6年度計画 0
実

効

績 0 実績 0

草刈等の維

果

持管理に努めたことで

的

、地域住民からの苦情

な

等はなかった。
実　績

行

適宜に草刈等を実施し

政

たため。
理　由

維持管

１

経

理を適正に実施し、地

営

域住民に不快感を与え

の

ないようにする。
今後

推

の取組

進

　

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 020100 財産管理事業費（臨時）(共通)

・未利用等土地を選定し、処分に至る測量・

効

登記等の委託料を計上する。

・公共施設個別施設計画に基づき廃止・解体を実施若しくは準備を進める。

事業概要

・未利用等の土地売却の準備を進める。

期間目標 ・年次的に老朽化した施設や利用状況等から必要性が認めら

率

れない施設の廃止を進める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 4,183 91 4,274

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5
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基本 的

年度計画 0
実績 2 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

庁舎の老朽化に伴い

か

修繕等を実施した。また、庁舎警備、庁舎周辺の草刈業務、電気工作物等の保守点検等に
実　績

ついて業務委託で実施した。

予想外の突発的な修繕が発生しやすい状況であるが予算も厳しい中、市民の利用について快適な行

つ

政空間を提
理　由

供することを目的に法令で定められた保守点検や施設管理を行う必要がある。

庁舎の老朽化に伴い今後も様々な修繕等も予想されるため、それらに対応するための予算化は必須である。行
今後の取組

政機能

効

を果たすために適正な庁舎管理を今後も継続実施していく。

果

所　　属 102

的

500 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 030200 庁舎管

施 営

理事業費(小林)

庁舎

を

における職務遂行が円

行

滑かつ適正に行うよう

い

努め、来庁者の利便性

ま

向上や火災及び盗難防

す

止並びに秩序の

維持な

【

どの管理に努める。

事

方

業概要

庁舎における職

針

務遂行が円滑かつ適正

】

に行われるよう、庁舎

策

１

の環境整備を行う。

期

「

間目標

国庫支出金 県支

第

出金 地方債 その他 一般

２

財源 事業費計 （千円）

次

令和 4年度実績 0 0

小

0 0 0 0

令和 5年度

林

実績 0 0 0 295 74

市

,326 74,621

総

活動指標名 単位

計画 0

合

計画 0
令和 4年度 令

５

計

和 5年度 令和 6年

画

度計画 0
実績 0 実績 0

」

活動指標名 単位

計画 0

を

計画 0
令和 4年度 令

中

和 5年度 令和 6年

心

度計画 0
実績 0 実績 0

と

活動指標名 単位

計画 0

し

計画 0
令和 4年度 令

た

和 5年度 令和 6年

効

度計画 0
実績 0 実績 0

－

率

火災及び盗難防止並び

的

に秩序の維持など庁舎

か

の適正管理に努め、庁

つ

舎内における行政事務

効

と職務遂行が円滑か
実

果

　績
つ適正に行えた。

的

庁舎の各設備を含め保

な

守点検、警備等の業務

行

帰宅を実施し適正な管

政

理に努めた。
理　由

今

１

経

後も、庁舎内における

営

行政事務と職務遂行が

の

円滑かつ適正に行われ

推

るよう庁舎の環境整備

進

を行う。
今後の取組

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 030300 庁舎管理事業費(須木)

効

須木庁舎の法定点検業務や警備など庁舎全体のハード面の維持管理を実施することにより、庁舎利用者の快適

な行政空間の提供を図る。

事業概要

市民に快適な行政空間の提供及びその維持を図る。

期間目標  

国庫支出金 県支

率

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 9,548 9,548

令和 5年度実績 0 0 0 52 9,778 9,830

活動指標名 修繕箇所 単位 箇所

計画 1 計画 1
令和 4年度 令和 5年度 令和 6
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基本 的

事業概要

住民が安全に利用するため所管する各施設の管理・整備を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 13,239 13,2

か

39

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年

つ

度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

日頃から、庁舎や各施設等の維持管理や整備に努めることで、行政事務の執行や職務が円滑かつ効率的に遂行
実　績

することを図るとともに、利用者が施設を安全に利用でき

効

る環境を提供できた。

第3別館屋根防水・トイレ改修工事や第2別館2階天井照明器具改修など随時各施設の補修及び修繕を行った。
理　由

今後も、利用者の安全確保と快適な利用を図るため各施設等の維持管理に努める。

果

今後の取組

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

5 総務費・総務管理費

経

・財産管理費

事　業 0

施 営

30400 庁舎管理事

を

業費(野尻)

・庁舎消

行

耗品(電灯、トイレ用

い

品、掃除用品)購入お

ま

よび庁舎光熱水費の予

す

算執行

・庁舎施設修繕

【

の実施（本館及び別館

方

の空調の修繕等）

・庁

針

舎内外の清掃委託およ

】

び剪定草刈業務委託

事

策

１

業概要 ・夜間、休祭日

「

の常駐警備委託

・庁舎

第

設備保守点検委託(消

２

防設備・階段昇降機・

次

自動ドア・電気設備・

小

空調機等)

・代表電話

林

対応を含む総合案内職

市

員（会計年度任用職員

総

）の配置

 

庁舎の適切

合

な維持管理を行い、利

５

計

用しやすい施設を提供

画

する。

期間目標

国庫支

」

出金 県支出金 地方債 そ

を

の他 一般財源 事業費計

中

（千円）

令和 4年度

心

実績 0 0 0 0 19,8

と

21 19,821

令和

し

 5年度実績 0 0 0 1

た

,515 19,233

効

20,748

成果指標

－

率

名 庁舎利用者苦情件数

的

単位 件

計画 0 計画 0
令

か

和 4年度 令和 5年

つ

度 令和 6年度計画 0

効

実績 0 実績 0

活動指標

果

名 単位

計画 0 計画 0
令

的

和 4年度 令和 5年

な

度 令和 6年度計画 0

行

実績 0 実績 0

活動指標

政

名 単位

計画 0 計画 0
令

１

経

和 4年度 令和 5年

営

度 令和 6年度計画 0

の

実績 0 実績 0

来庁者か

推

ら特筆した苦情はなか

進

った。
実　績

庁舎内外の適切な維持管理に努めたため。
理　由

庁舎内外の環境整備や総合案内職員の設置による対応など、来庁者が快

　

適に利用できるように努める。
今後の取組

所　　

効

属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 040100 庁舎等維持補修費(共通)

各庁舎（本庁舎、第１別館、第２別館、第３別館、第４別館、新別館）及び管財課

率

が管理する施設（八幡原市

民総合センター、みどり会館、山代もみじ館、緑ヶ丘ふれあい会館、西小林診療所等）において、公務を円滑

かつ適正に行うことまた、利用者の安全確保を図るために施設等の維持管理に努める。
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基本 的

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

財政の健全な運営に資するため、基金の積立てを行った。
実　績

健全な財政運営が図られている。
理　由

健全な財政運

か

営のため、適切に基金の積立てを実施する。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

500 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 060100 財政調

施 営

整基金積立事業費(共

を

通)

小林市財政調整基

行

金条例に基づき、積み

い

立てるべき金額が生じ

ま

た際に基金積立を行い

す

、災害復旧などの臨時

【

的

支出もしくは異常の

方

財政需要の財源にあて

針

る。

事業概要

災害復旧

】

などの臨時的支出もし

策

１

くは異常な財政需要に

「

速やかに対応する。

期

第

間目標

国庫支出金 県支

２

出金 地方債 その他 一般

次

財源 事業費計 （千円）

小

令和 4年度実績 0 0

林

0 0 0 0

令和 5年度

市

実績 0 0 0 4,270

総

425,190 429

合

,460

活動指標名 単

５

計

位

計画 0 計画 0
令和 

画

4年度 令和 5年度 令

」

和 6年度計画 0
実績

を

0 実績 0

活動指標名 単

中

位

計画 0 計画 0
令和 

心

4年度 令和 5年度 令

と

和 6年度計画 0
実績

し

0 実績 0

活動指標名 単

た

位

計画 0 計画 0
令和 

効

4年度 令和 5年度 令

－

率

和 6年度計画 0
実績

的

0 実績 0

財政の健全な

か

運営に資するため、株

つ

配当金などの基金運用

効

益金の積立てを行った

果

。
実　績

基金の運用益

的

金は、条例に基づき一

な

般会計に計上を要する

行

ため。
理　由

健全な財

政

政運営のため、運用益

１

経

金等を積立て臨時的支

営

出もしくは異常な財政

の

需要に速やかな対応を

推

行う。
今後の取組

進

　

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 070100 減債基金積立事業費(共通)

　財政状況を勘案し、基金の預金利息

効

収入を加えて減債基金の積立てを行う。

事業概要

　財政の健全な運営に資するため、積立て行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 4 300,000 300,00

率

4

令和 5年度実績 0 0 0 5 300,000 300,005

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画
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基本 的

千円）

令和 4年度実績 0 0 0 1,631 8,680 10,311

令和 5年度実績 0 0 0 1,593 11,222 12,815

活動指標名 ふるさとセンター利用者数 単位 延べ人/年

計画 14,000 計画 14,000
令和

か

 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 15,000 実績 17,738

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度

つ

令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

平成16年に建設された当施設は経年劣化が進んでいるため維持修繕（雨漏り、非常用発電機修繕）に努めた。
実　績

また、市民の活動によるホール・会議室・研修室、社会福祉協議会等の

効

積極的な利用を図った。

利用者に安心安全な施設として利用してもらうために修繕等を行う必要があった。また、須木区域の中心部に
理　由

位置していること、大規模災害時の指定避難所であることから常時適正な管理が必

果

要である。

今後も経年劣化が進んでいくため突発的な修繕も発生す

所

ると考えられるが、予

　

算の範囲内で対応して

　

いく。庁
今後の取組

舎

属

移転を想定しセンター

1

内各施設の総点検を行

0

い修繕等があれば近年

2

度に予算化する。

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 080100 公共施

施 営

設整備基金積立事業費

を

(共通)

財政状況を勘

行

案し、基金の預金利息

い

収入を加えて公共施設

ま

整備基金の積立てを行

す

う。

事業概要

将来の公

【

共施設整備に必要な資

方

金を積立てる。

期間目

針

標

国庫支出金 県支出金

】

地方債 その他 一般財源

策

１

事業費計 （千円）

令和

「

 4年度実績 0 0 0 4

第

160,001 160

２

,005

令和 5年度

次

実績 0 0 0 6 0 6

活動

小

指標名 単位

計画 0 計画

林

0
令和 4年度 令和 

市

5年度 令和 6年度計

総

画 0
実績 0 実績 0

活動

合

指標名 単位

計画 0 計画

５

計

0
令和 4年度 令和 

画

5年度 令和 6年度計

」

画 0
実績 0 実績 0

活動

を

指標名 単位

計画 0 計画

中

0
令和 4年度 令和 

心

5年度 令和 6年度計

と

画 0
実績 0 実績 0

これ

し

まで将来の公共施設整

た

備に必要な資金を積み

効

立てているが、今年度

－

率

は預金利息収入を積み

的

立てた。
実　績

健全な

か

財政運営が図られてい

つ

る。
理　由

将来の公共

効

施設整備に必要な資金

果

を積み立てる。
今後の

的

取組

な行政

１

経営の推進

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 1003

　

00 須木総合ふるさとセンター管理事業費(須木)

地域の市民文化の向上と福祉の増進、生涯学習の推進を図るため平成１６年に建設された複合施設である。現

在も、座席収納型の大ホールでのイベント、図書館、歯科診療

効

所、社会福祉協議会事務室とその関連事業によ

る利用がなされている。

事業概要 これらの施設設備の経年劣化による必要最低限の維持修繕を実施している。

避難所としての機能充実、複合施設としての本来の設置目的である

率

機能の維持を図る。

各種法定点検等を行い地域の市民文化の向上と福祉の増進、生涯学習の推進を図るとともに行政機能の移転時

期間目標 にも対応できる改修等を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （
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基本 的

△2
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 7 実績 △51

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6

か

年度計画 0
実績 0 実績 0

会計年度任用職員にかかる予算を計上しなかったため前年度に比べ決算額が減少した。
実　績

節減に努めながら予算を執行したため。
理　由

適正な支出及び経費の節減に努める。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

500 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 120100 施設営

施 営

繕事務事業費(共通)

を

施設の改修工事等にお

行

いて年間10件程度あ

い

るが、特に電気周り及

ま

び機械設備等の工事設

す

計については、法的規

【

制の問題があるため外

方

部の委託を行っている

針

。

事業概要

設計に関す

】

る積算業務等は複雑化

策

１

し専門的な知識が必要

「

となることから、全体

第

の工程等も考慮すると

２

外部専門

期間目標 業者

次

に委託する必要がある

小

場合、速やかに専門知

林

識を有する外部専門業

市

者に委託する。

国庫支

総

出金 県支出金 地方債 そ

合

の他 一般財源 事業費計

５

計

（千円）

令和 4年度

画

実績 0 0 0 0 0 0

令和

」

 5年度実績 0 0 0 0

を

0 0

活動指標名 単位

計

中

画 0 計画 0
令和 4年

心

度 令和 5年度 令和 

と

6年度計画 0
実績 0 実

し

績 0

活動指標名 単位

計

た

画 0 計画 0
令和 4年

効

度 令和 5年度 令和 

－

率

6年度計画 0
実績 0 実

的

績 0

活動指標名 単位

計

か

画 0 計画 0
令和 4年

つ

度 令和 5年度 令和 

効

6年度計画 0
実績 0 実

果

績 0

専門的な知識が必

的

要となる修繕や工事が

な

なく、外部専門業者に

行

委託する必要がなかっ

政

た。
実　績

今年度にお

１

経

いて、複雑化し専門的

営

な知識が必要となる修

の

繕や工事がなく、外部

推

専門業者に委託する必

進

要がなか
理　由

った。

令和6年度から庁舎等維持補修費に事業を統合する。
今後の取組

　

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企

効

画費

事　業 010100 企画総務事業費(共通)

企画政策課事務に係る管理費

①人件費②消耗品費③普通旅費

④役務費(郵便料・行政ｼﾞｬｰﾅﾙ利用料)

事業概要 ⑤印刷製本費⑥使用料⑦各種負担金

各種経費の節減に努め

率

る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 3 2,728 2,731

令和 5年度実績 0 0 0 1 1,216 1,217

活動指標名 経費の節減前年度比 単位 %

計画 △2 計画
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基本 的

須木区及び野尻町区）の自立促進を総合的かつ計画的に講じるために行う住民福祉の向上、雇用の

期間目標 増大、地域格差の是正等を目標とする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実

か

績 0 0 91,700 5 0 91,705

令和 5年度実績 0 0 80,000 3 0 80,003

活動指標名 充当事業数 単位 事業

計画 18 計画 22
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 22

実績 24 実績 20

活動指標名 単位

つ

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

前年度と同様に利子及び過疎地域自立促進特別事業債の積立

効

、事業への充当を行った。
実　績

計画どおり過疎地域自立促進特別事業債及び利子を積み立てた。
理　由

過疎地域自立促進特別事業債及び利子の積立、事業への充当を行う。
今後の取組

果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 020100 土地利

施 営

用規制等対策事業費(

を

共通)

土地の売買届出

行

があった場合、受理後

い

１週間以内に処理し県

ま

に進達した。また、県

す

のデータを活用し無届

【

の土

地取引の実態を調

方

査した。無届等の法令

針

違反者には指導・助言

】

を行い、国土利用計画

策

１

法の円滑な運営を図っ

「

た

。

事業概要 また、1

第

0月1日の全国「土地

２

の日」に合わせて周知

次

活動を行った。

○届出

小

事務　15件

○無届事

林

務　1件

国土利用計画

市

法に基づき、適正かつ

総

合理的な土地利用の確

合

保を図る。

期間目標

国

５

計

庫支出金 県支出金 地方

画

債 その他 一般財源 事業

」

費計 （千円）

令和 4

を

年度実績 0 215 0 0

中

1 216

令和 5年度

心

実績 0 240 0 0 0 2

と

40

活動指標名 無届処

し

理件数 単位 件

計画 3 計

た

画 2
令和 4年度 令和

効

 5年度 令和 6年度

－

率

計画 1
実績 4 実績 1

活

的

動指標名 正規届出件数

か

単位 件

計画 10 計画 1

つ

0
令和 4年度 令和 

効

5年度 令和 6年度計

果

画 10
実績 22 実績 1

的

5

活動指標名 単位

計画

な

0 計画 0
令和 4年度

行

令和 5年度 令和 6

政

年度計画 0
実績 0 実績

１

経

0

正規届出の件数が１

営

５件、無届処理の件数

の

が１件であった。
実　

推

績

土地売買等の書類を

進

作成する行政書士等の制度への理解が深まり、土地売買届出の必要性が周知されたことか
理　由

ら、届出の提出件数は多く推移し、無

　

届処理は減少した。

無届処理があった際には相手方に指導を行い再発防止に努める。
今後の取組

効

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 080100 過疎地域振興基金積立事業費(共通)

基金を積み立て、

率

過疎地域（須木区及び野尻町区）における総合的かつ計画的な対策を講じて地域の自立促進

を図り、住民福祉の向上、雇用の増大及び地域格差の是正等、地域振興に要する事業に対する経費へ充当する

。

事業概要

過疎地域（
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基本 的

効果の評価・検証を行う。

東大先端科学技術研究センターとの連携協定に基づく事業、コワーキング施設の運営委託や少子化のスピード

事業概要 を減退させるための出会い創出事業を行う。

 

 

 

事業の実施、評価・検証、

か

必要に応じた見直し・改善による計画の磨き上げ、事業の実施、というサイクルを

期間目標 繰り返し、総合戦略の着実な推進を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 19

つ

4 21,773 21,967

令和 5年度実績 0 260 0 282 20,048 20,590

成果指標名 出会い支援事業参加者数 単位 人

計画 250 計画 30
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 30

実績 19 実績 62

成

効

果指標名 連携・研究内容を反映した事業 単位 事業

計画 1 計画 3
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 3

実績 4 実績 4

成果指標名 コワーキングスペース利用者数 単位 人

計画 1,300 計画 1,400
令和 4年度 令和 

果

5年度 令和 6年度計画 1,500
実績 1,003 実績 950

総合

所

計画等審議会等でKP

　

Iの評価・検証、市議

　

会への報告を行った。

属

出会い創出事業につい

1

ては小林まちづく
実　

6

績
り(株)に委託して

0

実施し、イベント情報

的

5

を縁活みやざきと共有

0

することで、参加者数

0

の増加に繫がった。

計

企

画的なPDCAサイク

画

ルに基づき、適切な評

政

価・検証ができた。
理

策

　由

連携協定事業につ

課

いては、デジタル田園

会

都市国家構想交付金を

　

活用し実施する。出会

な

計

い創出事業も関係機関

1

と
今後の取組

連携を図

一

りながら実施する。コ

般

ワーキンススペースは

会

業者選定方法を改めた

計

ため、その効果を検証

科

していく。

　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 120100 総合計

施 営

画運営費(共通)

・総

を

合計画等審議会運営（

行

令和４年度行政評価）

い

・行政経営ﾄｰﾀﾙｼ

ま

ｽﾃﾑの運用(計画･

す

予算･人事･組織･各

【

種個別計画の運営の連

方

携)

・小林市行財政改

針

革推進プランの推進

事

】

業概要 ・市民ｱﾝｹｰ

策

１

ﾄ調査(１回/年)

第

「

２次小林市総合計画を

第

中心とした行政経営が

２

展開できている状態。

次

期間目標

国庫支出金 県

小

支出金 地方債 その他 一

林

般財源 事業費計 （千円

市

）

令和 4年度実績 0

総

0 0 0 1,330 1,

合

330

令和 5年度実

５

計

績 0 0 0 0 1,288

画

1,288

成果指標名

」

市民まちづくりアンケ

を

ート回収率 単位 %

計画

中

40 計画 30
令和 4

心

年度 令和 5年度 令和

と

 6年度計画 30
実績

し

29.10 実績 30.

た

05

成果指標名 単位

計

効

画 0 計画 0
令和 4年

－

率

度 令和 5年度 令和 

的

6年度計画 0
実績 0 実

か

績 0

活動指標名 単位

計

つ

画 0 計画 0
令和 4年

効

度 令和 5年度 令和 

果

6年度計画 0
実績 0 実

的

績 0

行政経営会議及び

な

総合計画等審議会で基

行

本計画の評価結果を検

政

証し、議会に報告後Ｈ

１

経

Ｐに公表した。
実　績

営

市民まちづくりアンケ

の

ートの回収率は前年度

推

を上回った。

総合計画

進

を中心とした行政経営のトータル化が形となり、計画・予算・評価の一連の取組により成果を意識し
理　由

た事業実施が図られてきた

　

。アンケートについては、webによる回答数が増加した。

翌年度予算編成に向け新規拡充事業及び統廃合事業を先行して審議し、効果的な事業展開を目指す。
今後の取組

効

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

率

事　業 180100 総合戦略推進事業費(共通)

てなんど小林総合戦略に位置づけられた各施策を確実に推進するため、庁内会議はもとより、産官学金労言の

有識者や市民の代表から成る組織において、適切な進捗管理及び
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基本 的

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

7事業に充当し、預金利息として4,132円を、貸付金利子として154,000円を積み立てた。
実　績

計画的に利息を積み立てた。
理　由

基金

か

の目的を達成する事業に充当し、計画的に管理する。
今後の取組

つ効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 260100 ふるさ

施 営

と振興基金積立事業費

を

(共通)

　市の歴史・

行

伝統・文化・産業を活

い

かし、個性的で魅力的

ま

な地域づくりに資する

す

ことを目的とする事業

【

に対し

て充当するため

方

積み立てる。

事業概要

針

　ふるさとづくりに必

】

要な事業に充てること

策

１

により、本市のまちづ

「

くりの活性化を図る。

第

期間目標

国庫支出金 県

２

支出金 地方債 その他 一

次

般財源 事業費計 （千円

小

）

令和 4年度実績 0

林

0 0 6 3,500 3,

市

506

令和 5年度実

総

績 0 0 0 5 4,999

合

5,004

活動指標名

５

計

単位

計画 0 計画 0
令和

画

 4年度 令和 5年度

」

令和 6年度計画 0
実

を

績 0 実績 0

活動指標名

中

単位

計画 0 計画 0
令和

心

 4年度 令和 5年度

と

令和 6年度計画 0
実

し

績 0 実績 0

活動指標名

た

単位

計画 0 計画 0
令和

効

 4年度 令和 5年度

－

率

令和 6年度計画 0
実

的

績 0 実績 0

2事業に充

か

当し、預金利息として

つ

4,469円を、指定

効

寄附として5,000

果

,000円を積み立て

的

た。
実　績

計画的に利

な

息を積み立てた。
理　

行

由

基金の目的を達成す

政

る事業に充当し、計画

１

経

的に管理する。
今後の

営

取組

の推進

所　　属 160500

　

企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 430100 地域振興基金積立事業費(共通)

市民の連帯の強化及び地域振興を目的とする事業に対して充当するため積み立てる。

事業概

効

要

市民の連帯の強化及び地域振興に必要な事業に充てることにより本市のまちづくりの活性化を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 183 0 183

令和 5年

率

度実績 0 0 0 158 0 158

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位
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基本 的

 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

適格請求書等保存形式（インボイス制度）の開始に伴う改修を実施した。
実　績

必要な改修等を行い、安定的な運用が図られている。
理　由

必要な改修等を行いながら安定的な運用

か

を図る。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

107 総務費・総務管

政

理費・電子計算管理費

経

事　業 030100 財

施 営

務会計システム管理事

を

業費(共通)

　財務会

行

計システムの運用に係

い

る下記経費を計上

○ 

ま

保守点検委託料　　　

す

　　　

事業概要

　内部

【

事務系の基幹システム

方

であることから、障害

針

発生等による業務の停

】

滞が発生しないよう、

策

１

安定した運用

期間目標

「

に努める。

国庫支出金

第

県支出金 地方債 その他

２

一般財源 事業費計 （千

次

円）

令和 4年度実績

小

0 0 0 0 3,856 3

林

,856

令和 5年度

市

実績 0 0 0 0 3,98

総

7 3,987

活動指標

合

名 単位

計画 0 計画 0
令

５

計

和 4年度 令和 5年

画

度 令和 6年度計画 0

」

実績 0 実績 0

活動指標

を

名 単位

計画 0 計画 0
令

中

和 4年度 令和 5年

心

度 令和 6年度計画 0

と

実績 0 実績 0

活動指標

し

名 単位

計画 0 計画 0
令

た

和 4年度 令和 5年

効

度 令和 6年度計画 0

－

率

実績 0 実績 0

財務会計

的

システムの安定した運

か

用を図った。
実　績

財

つ

務会計システムの安定

効

した運用が図られた。

果

理　由

財務会計システ

的

ムの安定した運用を図

な

る。
今後の取組

行政

１

経営の推進

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020107 総務費・総務管理費・電子計算管

　

理費

事　業 040100 財務会計システム管理事業費（臨時）(共通)

　平成30年度に再構築し、平成31年４月から本稼動している財務会計システムについて、安定的な運用を図る

ため、必要な改修等を行う。 

事業概

効

要

本稼動後は必要な改修等を行いながら安定的な運用を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 770 770

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,694 1,694

活

率

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和

事務事業評価書 302



基本 的

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

西小林地区における窓口とし

か

て、各種証明書の交付事務、税金等の収納事務を行った。
実　績

各種事務を適正に行うことができた。
理　由

引き続き西小林地区における窓口を開設し、利便性の向上を図る。
今後の取組

つ効果

所　　属 500

的

500 地域振興課（須

な

木庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

8 総務費・総務管理費

経

・支所及び出張所費

事

施 営

　業 010300 須木

を

総合支所運営費(須木

行

)

須木区域の中心的な

い

行政機関である須木総

ま

合支所内で行う事務事

す

業の運営について効率

【

化を図る。

事業概要

須

方

木総合支所の事務事業

針

の効率化

期間目標

国庫

】

支出金 県支出金 地方債

策

１

その他 一般財源 事業費

「

計 （千円）

令和 4年

第

度実績 0 0 0 0 1,3

２

24 1,324

令和 

次

5年度実績 0 0 0 0 1

小

,239 1,239

活

林

動指標名 消耗品費の効

市

率化 単位 ％

計画 △2 計

総

画 △2
令和 4年度 令

合

和 5年度 令和 6年

５

計

度計画 △2
実績 △20

画

実績 12

活動指標名 単

」

位

計画 0 計画 0
令和 

を

4年度 令和 5年度 令

中

和 6年度計画 0
実績

心

0 実績 0

活動指標名 単

と

位

計画 0 計画 0
令和 

し

4年度 令和 5年度 令

た

和 6年度計画 0
実績

効

0 実績 0

支所運営に係

－

率

る消耗品費等のコスト

的

削減に取り組んだが結

か

果、前年度比で12％

つ

の増となった。
実　績

効

 

コスト意識を常に持

果

ち各職員へ共通認識を

的

持つようお願いするな

な

ど、コスト削減を徹底

行

した。ペーパーレス効

政

理　由
果もあった。

今

１

経

後も、支所全体でコス

営

ト意識を持ち運営事業

の

費の削減を目指す。
今

推

後の取組

進

　

所　　属 300500 市民課 会　計 1 一般会計

科　目 020108 総務費・総務管理費・支所及び出張所費

事　業 020100 出張所運営事業費(共通)

市税、国民健康保険税、介護保険料等の収

効

納事務や住民票、印鑑証明、戸籍謄本等の証明書の交付事務を行う

。また、出張所管内の行政事務に関する本庁関係課との連絡調整を行う。

事業概要

各種証明書の交付事務や市税の収納事務を確実に行う。

期間目標

国庫支出

率

金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,027 1,027

令和 5年度実績 0 0 0 1,017 0 1,017

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画
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基本 的

民サービス向上につなげる。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,274 4,274

令和 5年度実績 0 0 0 0 4,431 4,431

成果指標名 庁舎利用者苦情

か

件数 単位 件

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 

つ

5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

庁舎利用者の苦情はなかった。
実　績

文書選別管理や郵便事務等、来庁者への案内業務、電話取次ぎなど総合的な業務を効率的に行うことができた
理　由

ため。

庁舎の総合的な業務を

効

効率的に行い、円滑な運営に努めていく。
今後の取組

果

所　　属 601

的

000 住民生活課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

8 総務費・総務管理費

経

・支所及び出張所費

事

施 営

　業 020400 出張

を

所運営事業費(野尻)

行

出張所の機能を適正に

い

管理し、住民票・戸籍

ま

・税に関する証明書の

す

発行、印鑑登録及び証

【

明書発行、税・各種

使

方

用料の収納や行政手続

針

きの受付等を行う。

実

】

施経費については現在

策

１

必要最小限のもののみ

「

であるため、必要に応

第

じて要求を行う

事業概

２

要

地区住民が必要な手

次

続き等が行え、住民サ

小

ービスを受けられるよ

林

うにする。

期間目標

国

市

庫支出金 県支出金 地方

総

債 その他 一般財源 事業

合

費計 （千円）

令和 4

５

計

年度実績 0 0 0 0 41

画

6 416

令和 5年度

」

実績 0 0 0 413 19

を

432

成果指標名 収納

中

件数 単位 件

計画 1,3

心

00 計画 1,300
令

と

和 4年度 令和 5年

し

度 令和 6年度計画 1

た

,300
実績 836 実

効

績 1,313

成果指標

－

率

名 施設の利用申請件数

的

単位 件

計画 90 計画 9

か

0
令和 4年度 令和 

つ

5年度 令和 6年度計

効

画 90
実績 52 実績 9

果

7

活動指標名 単位

計画

的

0 計画 0
令和 4年度

な

令和 5年度 令和 6

行

年度計画 0
実績 0 実績

政

0

税等の収納、住民票

１

経

等の証明書発行、施設

営

の利用申請の受付等を

の

行った。
実　績

紙屋地

推

区は、野尻町区域の中

進

でも遠隔地であり、高齢化や公共交通の減少もあり、地区住民のニーズがある。
理　由

地区の出張所として、住民のニーズに応えられ

　

る行政サービスを提供していく。
今後の取組

所　

効

　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020108 総務費・総務管理費・支所及び出張所費

事　業 030400 野尻総合支所運営費(野尻)

野尻庁舎の業務効率化のため、庁舎間文書の送受、郵

率

便送受事務等、庁舎の総体的な業務を効率的に進めるた

め、会計年度任用職員１名を配置する。また、コピー機、印刷機等の保守管理経費を計上する。

事業概要

総体的な管理事務を行うことで、庁舎の円滑な運営を図り、住
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基本 的

績 2 49 0 18,782 0 18,833

令和 5年度実績 347 49 0 18,893 3,727 23,016

成果指標名 証明書発行・届出件数 単位 件

計画 75,000 計画 75,000
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年

か

度計画 0
実績 74,112 実績 74,940

成果指標名 コンビニ交付による年間証明書等交付率 単位 ％

計画 0 計画 28.52
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 60

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

つ

4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

戸籍届出・住民異動・印鑑登録等の届出に基づき適正に記載し、住民からの交付請求に対し証明発行を行った
実　績

。各種システム機器の保守点検を行い、安定稼働に努

効

めた。

各種届出・申請に基づき正確に記載を行い、交付請求にも迅速に対応できた。
理　由

各種届出・申請に的確に対応できるよう各庁舎間で情報共有する等、職員の能力向上に努める。各種システム
今後の取組

を安定稼働

果

させるため、保守点検を確実に行う。

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20109 総務費・総

政

務管理費・公平委員会

経

費

事　業 010100

施 営

公平委員会費(共通)

を

　委員及び事務局職員

行

の公平審理に対する見

い

識を深めるため、各種

ま

研修会等に積極的に参

す

加し、事例を通して

学

【

ぶ。

事業概要

　公平委

方

員会制度により、職員

針

が職務の遂行に当たっ

】

て、全力を挙げて専念

策

１

することを目標とする

「

。

期間目標

国庫支出金

第

県支出金 地方債 その他

２

一般財源 事業費計 （千

次

円）

令和 4年度実績

小

0 0 0 0 48 48

令和

林

 5年度実績 0 0 0 0

市

24 24

活動指標名 研

総

修会等の参加 単位 回

計

合

画 3 計画 1
令和 4年

５

計

度 令和 5年度 令和 

画

6年度計画 3
実績 1 実

」

績 1

活動指標名 単位

計

を

画 0 計画 0
令和 4年

中

度 令和 5年度 令和 

心

6年度計画 0
実績 0 実

と

績 0

活動指標名 単位

計

し

画 0 計画 0
令和 4年

た

度 令和 5年度 令和 

効

6年度計画 0
実績 0 実

－

率

績 0

宮崎県公平委員会

的

連合会総会・研究会参

か

加
実　績

宮崎県公平委

つ

員会連合会総会・研究

効

会に参加し、公平審理

果

に対する見識を深める

的

ことができた。
理　由

な

委員及び書記職員の公

行

平審理に対する見識を

政

深めるため、各種研修

１

経

会等に積極的に参加し

営

事例を通して学び、
今

の

後の取組
人事行政の公

推

正を期すための見識を

進

深める。

　

所　　属 300500 市民課 会　計 1 一般会計

科　目 020301 総務費・戸籍住民基本台帳費・戸籍住民基本台帳費

事　業 010100 戸籍住民基本台帳費(共通)

住民の

効

基礎データとなる戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等を最新の状態に保つため届書や申請書に基づき適切

に記載し管理する。また、住民からの請求に応じ各種証明発行を行う。平成29年11月から導入した各種証明書

のコン

率

ビニ交付によりマイナンバーカードの利便性を高め、住民サービスの向上を図る。

事業概要  

年間証明書発行・届出件数　75,000件

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実
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基本 的

ステム及び戸籍附票システムの改修を行う。

各作業について遺漏の無いように対応する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 6,948 0 0 870 4,838 12,656

か

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

つ

位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

戸籍及び住民票の写し等への振り仮名表記のため戸籍情報システム、戸籍附票システム、住基システムの改修
実　績

について次年度へ繰越となった

効

国からシステム改修の具体的な仕様書が示されず、年度内の完了が困難であったため
理　由

戸籍、住基等に関する法改正等に対応するためシステム改修を行っていく。
今後の取組

果

所　　属 601

的

000 住民生活課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02030

政

1 総務費・戸籍住民基

経

本台帳費・戸籍住民基

施 営

本台帳費

事　業 010

を

400 戸籍住民基本台

行

帳費(野尻)

野尻庁舎

い

住民生活課において、

ま

主に来庁者の案内、住

す

所等異動届の処理、住

【

民票や税証明、印鑑証

方

明、戸籍に

関する証明

針

書の発行業務、印鑑登

】

録、戸籍の届出受理、

策

１

マイナンバーに関する

「

業務を行っている。

事

第

業概要

来庁者が必要と

２

する手続きを適正に行

次

い、満足していただけ

小

る住民サービスを提供

林

できる状態にする。

期

市

間目標

国庫支出金 県支

総

出金 地方債 その他 一般

合

財源 事業費計 （千円）

５

計

令和 4年度実績 0 0

画

0 224 0 224

令和

」

 5年度実績 0 0 0 3

を

13 6,989 7,3

中

02

成果指標名 証明書

心

等交付・異動等受付件

と

数 単位 件

計画 10,0

し

00 計画 10,000

た

令和 4年度 令和 5

効

年度 令和 6年度計画

－

率

10,000
実績 12

的

,993 実績 8,13

か

8

成果指標名 単位

計画

つ

0 計画 0
令和 4年度

効

令和 5年度 令和 6

果

年度計画 0
実績 0 実績

的

0

活動指標名 単位

計画

な

0 計画 0
令和 4年度

行

令和 5年度 令和 6

政

年度計画 0
実績 0 実績

１

経

0

証明書発行件数が約

営

70件、マイナンバー

の

カードに関する相談、

推

諸申請が約4,800

進

件減少した。
実　績

マイナポイント付与事業が終了し、マイナンバー関連の相談、申請件数が減少したため。
理　由

正確な交付を心が

　

ける。マイナンバーカードを利用した証明書発行や異動手続きについて、証明書交付申請者
今後の取組

に案内していく。

効

所　　属 300500 市民課 会　計 1 一般会計

科　目 020301 総務費・戸籍住民基本台帳費・戸籍住民基本台帳費

事　業 030100 戸籍住民基本

率

台帳費（臨時）(共通)

〇住民票等に氏名等の振り仮名を記載し、マイナンバーカードへの氏名等に振り仮名及びローマ字表記等を行

う

ため、住基システムの改修を行う。

事業概要 〇戸籍のフリガナ対応のため、戸籍情報シ
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基本 的

報告 単位 回

計画 12 計画 12
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 12

実績 12 実績 12

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4

か

年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

毎月の人口増減数について調査を行い、県へ報告した。また、データを活用し市ホームページに公表した。
実　績

市民の関心がある人口について、毎月公表することができ

つ

た。
理　由

毎月の人口動向を調査し県へ報告をする。また、市ホームページでも毎月公表する。
今後の取組

効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20501 総務費・統

政

計調査費・統計調査総

経

務費

事　業 01010

施 営

0 統計調査総務費(共

を

通)

統計業務に係る経

行

費全般。

統計書の作成

い

。

統計業務支援システ

ま

ムを導入しており、保

す

守点検料が必要となる

【

。

事業概要

統計業務の

方

円滑的運営。

期間目標

針

統計業務支援システム

】

の活用により、基幹統

策

１

計業務の事務効率化を

「

図る。

国庫支出金 県支

第

出金 地方債 その他 一般

２

財源 事業費計 （千円）

次

令和 4年度実績 0 2

小

3 0 0 214 237

令

林

和 5年度実績 0 26

市

0 0 234 260

活動

総

指標名 統計書の作成 単

合

位 部数

計画 80 計画 8

５

計

0
令和 4年度 令和 

画

5年度 令和 6年度計

」

画 80
実績 70 実績 5

を

0

活動指標名 単位

計画

中

0 計画 0
令和 4年度

心

令和 5年度 令和 6

と

年度計画 0
実績 0 実績

し

0

活動指標名 単位

計画

た

0 計画 0
令和 4年度

効

令和 5年度 令和 6

－

率

年度計画 0
実績 0 実績

的

0

県内統計に関する研

か

修会に参加し、統計実

つ

務に関する情報収集を

効

図った。また、小林市

果

統計書を作成し、市に

的

実　績
関する情報の公

な

表を行った。

小林市の

行

あらゆる分野の実績を

政

公表することで、実状

１

経

を把握することができ

営

、様々な場面でデータ

の

を活用でき
理　由

る体

推

制ができた。また、デ

進

ータでの公表を周知することでペーパーレス化を図った。

引き続き広く活用されるようデータ収集を行い公表する。
今後の取組

　

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　

効

目 020502 総務費・統計調査費・基幹統計費

事　業 010100 県現住人口統計調査費(共通)

毎月の人口の移動状況（転出入、出生・死亡、その他）について、１日現在で調査し、県へ報告する。

事業概要

県へ確実に

率

報告することで、国勢調査実施年度間の移動状況を推計する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 27 0 0 0 27

令和 5年度実績 0 27 0 0 0 27

活動指標名 調査票の
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基本 的

和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

平成21年経済センサス基礎調査において設定した調査区の管理を実施した

か

。
実　績

変更等は無く調査区管理を完了した。 
理　由

次回基礎調査に向けて引き続き調査区管理を実施する。
今後の取組

つ効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20502 総務費・統

政

計調査費・基幹統計費

経

事　業 020100 教

施 営

育統計調査費(共通)

を

統計法施行令および学

行

校基本調査規則に基づ

い

き、毎年５月１日を基

ま

準日として実施される

す

。

幼稚園、幼保連携型

【

認定こども園、小学校

方

、中学校、各種学校、

針

専修学校が対象となる

】

。

事業概要

学校教育行

策

１

政に関する施策の基礎

「

資料を得る。

期間目標

第

国庫支出金 県支出金 地

２

方債 その他 一般財源 事

次

業費計 （千円）

令和 

小

4年度実績 0 27 0 0

林

0 27

令和 5年度実

市

績 0 26 0 0 0 26

活

総

動指標名 調査表回収率

合

単位 ％

計画 100 計画

５

計

100
令和 4年度 令

画

和 5年度 令和 6年

」

度計画 100
実績 10

を

0 実績 100

活動指標

中

名 単位

計画 0 計画 0
令

心

和 4年度 令和 5年

と

度 令和 6年度計画 0

し

実績 0 実績 0

活動指標

た

名 単位

計画 0 計画 0
令

効

和 4年度 令和 5年

－

率

度 令和 6年度計画 0

的

実績 0 実績 0

全施設か

か

ら期限内に提出いただ

つ

き、県へ報告すること

効

ができた。
実　績

毎年

果

実施される調査であり

的

、施設職員も習熟でき

な

ている。
理　由

調査内

行

容を十分理解し、円滑

政

な対応を行うことで期

１

経

限までの提出を厳守し

営

ていただく。
今後の取

の

組

推進

所

　

　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020502 総務費・統計調査費・基幹統計費

事　業 070100 経済センサス費(共通)

経済センサス－活動調査は統計法に基づき５年毎に実施される。

事業概要

全

効

産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び

期間目標 企業を調査対象とする各種統計調査を行う際の基礎となる母集団資料を得る。

国庫支出金 県支出金 地方債 そ

率

の他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 6 0 0 0 6

令和 5年度実績 0 6 0 0 0 6

活動指標名 回収率 単位 ％

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令
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基本 的

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 3,483 3,483

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,685 3,685

成果指標名 指摘改善率（前年度と同様の指摘がない課の割合） 単位 %

計画 80 計画 80
令和 4

か

年度 令和 5年度 令和 6年度計画 80
実績 66 実績 76

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

つ

実績 0 実績 0

指摘改善率　76％
実　績

課ごとに指摘及び口頭指摘の詳細一覧を作成並びに配付し、指摘内容の周知を図ったことで、前年度に比して
理　由

指摘改善率は向上したものの、依然として前年度と同様の指摘を受

効

ける課があったため。

前年度と同様の指摘を受ける課を減らすため、全課を対象に指摘内容の周知を図り、管理職に対してチェック
今後の取組

体制の見直しを依頼する。また、事務主管課に対しては、指導及びマニュアル等

果

の整備を行うよう依頼する。

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20502 総務費・統

政

計調査費・基幹統計費

経

事　業 110100 国

施 営

勢調査費(共通)

統計

を

法に基づいて実施され

行

る基幹統計のうち、最

い

も規模の大きい調査。

ま

５年毎に実施され、次

す

回調査は令和７年10

【

月１日（大規模調査年

方

）

令和５年度は、令和

針

７年度に向けての説明

】

会等が開催される。

事

策

１

業概要

令和７年度に実

「

施される本調査に向け

第

て調査区の確認や、事

２

前調査等を実施する。

次

期間目標

国庫支出金 県

小

支出金 地方債 その他 一

林

般財源 事業費計 （千円

市

）

令和 4年度実績 0

総

0 0 0 0 0

令和 5年

合

度実績 0 3 0 0 0 3

活

５

計

動指標名 単位

計画 0 計

画

画 0
令和 4年度 令和

」

 5年度 令和 6年度

を

計画 0
実績 0 実績 0

活

中

動指標名 単位

計画 0 計

心

画 0
令和 4年度 令和

と

 5年度 令和 6年度

し

計画 0
実績 0 実績 0

活

た

動指標名 単位

計画 0 計

効

画 0
令和 4年度 令和

－

率

 5年度 令和 6年度

的

計画 0
実績 0 実績 0

国

か

勢調査説明会に参加し

つ

、令和６年度の事前準

効

備、令和７年度の本調

果

査に向けての検討事項

的

の確認を行った。
実　

な

績

県が実施する説明会

行

に参加した。
理　由

本

政

調査が円滑に進むよう

１

経

、県からの情報提供等

営

に基づき調査事務を進

の

める。
今後の取組

推進

　

所　　属 740500 監査委員事務局 会　計 1 一般会計

科　目 020601 総務費・監査委員費・監査委員費

事　業 010100 監査委員事業費(共通)

監査・検査については、市の行財政運営が、地方自治法

効

の趣旨に則して、適正かつ効果的に実現されているか

を確認し、結果を公表する。審査については、市長から審査に付された決算等が地方公会計の基準等に準拠し

て作成され、適正に表示していること、及び予算の執行や事

率

業の経営の適法性、効率性及び妥当性等を審査し

事業概要 、結果を意見として表明する。

監査の実効性を確保するため、定期監査において、前年度と同様の指摘を受ける課を減らす。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その

事務事業評価書 309



基本 的

を基金へ繰り出して

いる。

事業概要

必要に応じて公用・公共用に供する土地を土地開発基金で先行し取得する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年

か

度実績 0 0 0 5 0 5

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計

つ

画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

確実かつ効率的な金融機関へ預け入れ、その預金利息を基金へ繰り出しを行った。土地開発基金へ預金利息の
実　績

繰り出しを行った。

預金利息は、基金条例

効

に基づき一般会計への計上が必要となる。
理　由

条例に基づき、基金の確実かつ効率的な運用に努め適正な事務処理を行う。
今後の取組

果

所　　属 300

的

500 市民課 会　計 1

な

一般会計

科　目 030

行

102 民生費・社会福

政

祉費・国民年金費

事　

経

業 010100 国民年

施 営

金事業費(共通)

昭和

を

３５年１０月１日国民

行

年金法施行で、国民皆

い

年金制度となり、国民

ま

（市民）の老後におけ

す

る安定した生活

基盤と

【

なった。その後、数度

方

の制度改正を経て、現

針

在に至る。

年金制度の

】

根幹である保険料納付

策

１

について、若年者等の

「

保険料未納を増加させ

第

ないように、制度説明

２

や保険料

事業概要 免除

次

手続きの案内等を分か

小

りやすく丁寧に行う。

林

未納者、無年金者、低

市

額年金受給者を少なく

総

する。

期間目標

国庫支

合

出金 県支出金 地方債 そ

５

計

の他 一般財源 事業費計

画

（千円）

令和 4年度

」

実績 639 0 0 0 1 6

を

40

令和 5年度実績

中

2,303 0 0 0 0 2

心

,303

活動指標名 単

と

位

計画 0 計画 0
令和 

し

4年度 令和 5年度 令

た

和 6年度計画 0
実績

効

0 実績 0

活動指標名 単

－

率

位

計画 0 計画 0
令和 

的

4年度 令和 5年度 令

か

和 6年度計画 0
実績

つ

0 実績 0

活動指標名 単

効

位

計画 0 計画 0
令和 

果

4年度 令和 5年度 令

的

和 6年度計画 0
実績

な

0 実績 0

厚生年金・共

行

済年金を離脱した人及

政

び20歳到達者につい

１

経

て、国民年金加入手続

営

きを行った。免除申請

の

の受付を
実　績

行い未

推

納を減らし、無年金者

進

とならないよう説明を行った。※事業費より歳入が多いため残額は一般財源へ

障害年金は、病気・事故等で基準を満たしても、保険料

　

の未納があると年金を請求できない場合があるので、
理　由

未納とならないようしっかり説明を行った。

年金事務所と連携して、無年金者が出ないようにしっかり説明していきたい。また、法改正もあるので、遺漏
今後の取

効

組
の無いように対応したい。

所　　属 10250

率

0 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 030100 土地開発基金繰出事業費(共通)

公用・公共用に供する土地の先行取得を目的として土地開発基金を設置し、その預金利息
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基本 的

市債の利子を元金償還とともに支出した。
実　績

本市一般会計に係る市債の利子を元金償還とともに支出した。
理　由

本市一般会計に係る市債の利子を元金償還とともに支出する。
今後の取組

かつ効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 110

行

101 公債費・公債費

政

・元金

事　業 0101

経

00 市債元金償還事業

施 営

費(共通)

　本市一般

を

会計に係る市債の元金

行

を利子償還とともに支

い

出するもの。

事業概要

ま

　本市一般会計に係る

す

市債の元金を利子償還

【

とともに支出する。

期

方

間目標

国庫支出金 県支

針

出金 地方債 その他 一般

】

財源 事業費計 （千円）

策

１

令和 4年度実績 0 0

「

0 35,413 3,1

第

25,462 3,16

２

0,875

令和 5年

次

度実績 0 0 0 304,

小

658 2,756,7

林

64 3,061,42

市

2

活動指標名 単位

計画

総

0 計画 0
令和 4年度

合

令和 5年度 令和 6

５

計

年度計画 0
実績 0 実績

画

0

活動指標名 単位

計画

」

0 計画 0
令和 4年度

を

令和 5年度 令和 6

中

年度計画 0
実績 0 実績

心

0

活動指標名 単位

計画

と

0 計画 0
令和 4年度

し

令和 5年度 令和 6

た

年度計画 0
実績 0 実績

効

0

本市一般会計に係る

－

率

市債の元金を利子償還

的

とともに支出した。
実

か

　績

本市一般会計に係

つ

る市債の元金を利子償

効

還とともに支出した。

果

理　由

本市一般会計に

的

係る市債の元金を利子

な

償還とともに支出する

行

。
今後の取組

政

１

経営の推進

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 110102 公債費・公債

　

費・利子

事　業 010100 市債利子償還事業費(共通)

　本市一般会計に係る市債の利子を元金償還とともに支出するもの。

事業概要

　本市一般会計に係る市債の利子を元金償還とともに支出する。

期間目標

国庫支出金 県

効

支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 1 103,840 103,841

令和 5年度実績 0 0 0 0 91,608 91,608

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6

率

年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

本市一般会計に係る
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基本 的

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

不測の事態により生じた予算外の支出又は予算超過の支出に予備費で対処した。
実　績

不測の事態により生じた予算外の支出又は予

か

算超過の支出に予備費で対処した。
理　由

不測の事態により生じた予算外の支出又は予算超過の支出に予備費で対処する。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

500 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 120

行

101 諸支出金・普通

政

財産取得費・土地取得

経

費

事　業 010100

施 営

財産取得事業費(共通

を

)

土地開発基金で先行

行

取得した土地等につい

い

て、償還計画に基づき

ま

その購入費を基金へ返

す

済を行っている

事業概

【

要

必要に応じて効用・

方

公共的に供する土地等

針

を先行取得し、償還計

】

画に基づき確実な返済

策

１

を執行する。

期間目標

「

国庫支出金 県支出金 地

第

方債 その他 一般財源 事

２

業費計 （千円）

令和 

次

4年度実績 0 0 0 0 0

小

0

令和 5年度実績 0

林

0 0 8,285 12,

市

401 20,686

活

総

動指標名 単位

計画 0 計

合

画 0
令和 4年度 令和

５

計

 5年度 令和 6年度

画

計画 0
実績 0 実績 0

活

」

動指標名 単位

計画 0 計

を

画 0
令和 4年度 令和

中

 5年度 令和 6年度

心

計画 0
実績 0 実績 0

活

と

動指標名 単位

計画 0 計

し

画 0
令和 4年度 令和

た

 5年度 令和 6年度

効

計画 0
実績 0 実績 0

土

－

率

地開発基金で先行取得

的

した、小林商業高等学

か

校跡地、江南跡地、市

つ

立病院周辺公共施設等

効

駐車場用地、第3
実　

果

績
別館用地を償還計画

的

に基づき返済した。

各

な

施設等の償還計画に基

行

づき、その購入費を土

政

地開発基金へ返済した

１

経

。
理　由

今後も、各施

営

設等の償還計画に基づ

の

き確実に土地開発基金

推

への返済を行う。
今後

進

の取組

　

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 130101 予備費・予備費・予備費

事　業 010100 予備費(共通)

　緊急性のあるものに限り予備費からの充用によ

効

り対応し、予算執行の適正性・健全性を図る。

事業概要

　不足の事態により生じた予算外の支出又は予算超過の支出に予備費で対処する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実

率

績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績
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基本 的

支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 277 0 0 1,333 1,610

令和 5年度実績 0 278 0 0 1,585 1,863

活動指標名 定住自立圏推進事業数 単位 事業

計画 54 計画 31
令和 4

か

年度 令和 5年度 令和 6年度計画 31
実績 54 実績 31

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

つ

実績 0 実績 0

各種会議、イベント等をおおむね予定どおり実施できた。特に、宮崎県西諸県市町会に係る各種団体負担金に
実　績

ついては、ほとんどの団体

所

が予定どおり予算を執

　

行することができた。

　

コロナが５類相当に移

効

属

行し、各市町、団体等

1

の活動が同感染症流行

6

以前の姿に戻りつつあ

0

るため。
理　由

広域連

5

携に親和性の高い県補

0

助事業が開始されるこ

0

とも相まって、関係市

企

町とこれまで以上に連

画

携を深め、地
今後の取

政

組
域活性化に取り組ん

果

策

でいく。

課 会　計 1 一般会計

的

科　目 020106 総

な

務費・総務管理費・企

行

画費

事　業 03010

政

0 西諸広域行政事務組

経

合負担金(共通)

西諸

施 営

広域行政事務組合本市

を

負担金

・議会費

・総務

行

費

事業概要 総額　72

い

,810,000円

負

ま

担割合　小林市58.

す

068％、えびの市2

【

6.434％　高原町

方

15.498％

適正な

針

負担金の支出により、

】

西諸広域行政事務組合

策

３

の運営に資すること。

好

期間目標

国庫支出金 県

循

支出金 地方債 その他 一

環

般財源 事業費計 （千円

を

）

令和 4年度実績 0

生

0 0 0 42,142 4

む

2,142

令和 5年

多

度実績 0 0 0 0 42,

様

279 42,279

活

な

動指標名 単位

計画 0 計

５

主

画 0
令和 4年度 令和

体

 5年度 令和 6年度

と

計画 0
実績 0 実績 0

活

の

動指標名 単位

計画 0 計

連

画 0
令和 4年度 令和

携

 5年度 令和 6年度

の

計画 0
実績 0 実績 0

活

推

動指標名 単位

計画 0 計

進

画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

－

計画 0
実績 0 実績 0

西諸広域行政事務組合の総務費（議会費・事務局運営費）に係る負担金について、決定額に基づき支出した。
実　績

決定額のとおり適正に支出した。
理　由

引き続き、決定額のとおり適正に支出する。
今

１

後の取組

所　　属 160500 企画政策課 会　計

　

1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 100100 広域連携推進事業費(共通)

西諸県市町会・霧島ジオパーク協議会等で圏域を越えた他市町村と連携し、共通の課題解決に向けた取組を行

う。

効

※南九州総合開発協議会は、Ｒ４以降要望活動を休止し、課長で組織される連絡会で意見交換を行う。

にしもろ定住自立圏推進協議会は、定住自立圏構想の推進を図るため、首長による会議や担当課長による幹事

事業概要 会

率

を開催するほか、定住自立圏共生ビジョンについて、関係者の意見を幅広く反映させるため、懇談会を開催

する。

広域的な連携により、関係市町との共通の課題について効率的・効果的な対応を図る。

期間目標

国庫支出金 県
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基本 的

一般会計

科　目 040101 衛生費・保健衛生費・保健衛生総務費

事　業 010100 西諸広域行政事務組合負担金(共通)

当該負担金は、葬祭センター運営費に充てるため、西諸広域行政事務組合の議会の議決を経て決定

か

された本市

分の負担金を、適切に支出する。

　衛生費　

事業概要 　総額　42,011,000円

　小林市58.068％　えびの市26.434％　高原町15.498％

適正な負担金の支出により、西諸広域行政事務組

つ

合の運営に資すること。　

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 20,324 20,324

令和 

所

5年度実績 0 0 0 0 2

　

4,395 24,39

　

5

活動指標名 単位

計画

効

属

0 計画 0
令和 4年度

1

令和 5年度 令和 6

6

年度計画 0
実績 0 実績

0

0

活動指標名 単位

計画

5

0 計画 0
令和 4年度

0

令和 5年度 令和 6

0

年度計画 0
実績 0 実績

企

0

活動指標名 単位

計画

画

0 計画 0
令和 4年度

政

令和 5年度 令和 6

果

策

年度計画 0
実績 0 実績

課

0

西諸広域行政事務組

会

合葬祭センターに係る

　

負担金を広域議会決定

計

額に基づき支出した。

1

実　績

決定額のとおり

一

適正に支出した。
理　

般

由

引き続き、決定額の

会

とおり適正に支出する

計

。
今後の取組

的

科　目 020106 総

な

務費・総務管理費・企

行

画費

事　業 19010

政

0 姉妹都市交流事業費

経

(共通)

①子ども交流

施 営

…中学生20名程度を

を

親善大使として隔年交

行

互に派遣及び受入れを

い

行い交流を図る。（令

ま

和５年度

は受入れから

す

再スタート）

②産業交

【

流…文化・産業経済・

方

観光等の交流により友

針

好関係を深め、地域活

】

性化と住民福祉の向上

策

３

を図り、両

事業概要 姉

好

妹都市の発展に寄与す

循

るため、小林市姉妹都

環

市産業交流促進協議会

を

に補助し、各種産業交

生

流を実施する。

互いの

む

祭りに1回ずつ参加す

多

る。

③市民交流…市民

様

が能登町を交流を目的

な

に訪問する際に対象経

５

主

費に対し上限３万円を

体

補助する。1団体30

と

万円

が限度。

文化的、

の

教育的、行政的、経済

連

的な交流を通して、互

携

いのまちの地域活力の

の

創造につなげる。

期間

推

目標  

国庫支出金 県支

進

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

－

令和 4年度実績 0 0 0 932 0 932

令和 5年度実績 0 0 0 1,103 0 1,103

活動指標名 子ども交流参加人数 単位 人

計画 20 計画 20
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 20

実績 0 実績 26

活動指標名 産

１

業交流回数 単位 回

計画 2 計画 2
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 2

実績 2 実績 1

活動指標名 市民交流参加人数 単位 人

計画 18 計画 18
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 18

実績 0 実績 14

「産業交流」

　

「市民交流」「子ども交流」の事業実施・周知を行った。「産業交流」については、能登町での
実　績

祭りが中止となったため交流回数は１回となった。

各事業実施したが、「産業交流」は小林市での祭り交流は実施したが

効

、能登町での祭り交流は能登半島地震の
理　由

影響により祭り自体が中止となったため参加を見送った。

能登半島地震の影響を考慮しつつ、各事業の産業経済、文化等各分野での交流が実施できるよう柔軟に対応す
今後の取

率

組
る。

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1

事務事業評価書 314



基本 的かつ

所　　

効

属 160500 企画政

果

策課 会　計 1 一般会計

的

科　目 080101 消

な

防費・消防費・常備消

行

防費

事　業 01010

政

0 西諸広域行政事務組

経

合負担金(共通)

当該

施 営

負担金は、消防職員の

を

給料や必要な車両購入

行

費を含む消防費に充て

い

るため、西諸広域行政

ま

事務組合の議会

の議決

す

を経て決定された負担

【

金を、適切に支出する

方

。

　消防費

事業概要 　

針

総額　　1,070,

】

769,197円

　小

策

３

林市　60.868％

好

　　えびの市　25.

循

034％　　高原町　

環

　14.098％

　た

を

だし、消防署所に係る

生

車両購入費（救急車を

む

除く。）及び工事請負

多

費は、署所の所在する

様

市町割100％

適正な

な

負担金の支出により、

５

主

西諸広域行政事務組合

体

の運営に資すること。

と

期間目標

国庫支出金 県

の

支出金 地方債 その他 一

連

般財源 事業費計 （千円

携

）

令和 4年度実績 0

の

0 0 0 639,493

推

639,493

令和 

進

5年度実績 0 0 22,000 0 635,63

－

2 657,632

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

１

0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

西諸広域行政事務組合消防費に係る小林市負担金を広域議会決定額に基づき支出した。
実　績

決定額のとおり適正に支出した。
理　由

引き続き、決定額のとおり

　

適正に支出する。
今後の取組

効率
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基本 的

一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 63,158 190,177 0 0 218,538 471,873

令和 5年度実績 59,489 187,487 0 0 214,976 461,952

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

か

和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

つ

実績 0 実績 0

適正に繰

所

り出した。
実　績

適正

　

に繰り出した。
理　由

　

適正に繰出すことによ

属

り、国民健康保険事業

4

特別会計の健全な事業

5

運営を図る。
今後の取

0

組

50

効

0 会計課 会　計 1 一般

果

会計

科　目 02010

的

4 総務費・総務管理費

な

・会計管理費

事　業 0

行

10100 会計管理事

政

業費(共通)

 地方自

経

治法・財務規則等に沿

施 営

った出納事務を行い、

を

各課（かい）と連携を

行

図りながら適正な事務

い

処理を行っ

た。

 令和

ま

６年10月から、公金

す

に係る内国為替手数料

【

の有料化が見込まれて

方

いるが、金額が確定し

針

ていないため、

事業概

】

要 県内各市や宮崎銀行

策

４

と継続して協議を行っ

行

た。

 口座払等内容変

財

更件数の減少

期間目標

政

 歳計現金残高の安定

改

的な確保

国庫支出金 県

革

支出金 地方債 その他 一

の

般財源 事業費計 （千円

積

）

令和 4年度実績 0

極

0 0 0 6,865 6,

的

865

令和 5年度実

５

な

績 0 0 0 0 7,983

推

7,983

活動指標名

進

単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名

－

単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

各課（かい）に支払遅延防止の徹底を周知・指導しながら、地方自治法・財務規則等に沿った出納事務を行う
実　績

とともに、常に資金計画を管

１

理し、円滑な支払に努めた。

定例的な支払いに不足を生じる恐れのある場合は基金からの繰替運用で対応し、一時借入を行うことなく資金
理　由

管理を行うことができた。

引き続き各課（かい）と連携を図りながら、歳計現

　

金残高の安定的な確保に努める。
今後の取組

所　

効

　属 302000 ほけん課 会　計 1 一般会計

科　目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費

事　業 020100 国民健康保険事業特別会計繰出事業費(共通)

被用者保険等と比較して高齢化率が高い等の理由によ

率

り、国民健康保険制度は、財政基盤が不安定であるので

、保険基盤安定制度により保険財政の安定化を図る必要がある。

事業概要

国民健康保険事業の健全な事業運営を目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
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基本 的

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

事務費については予算額を後期

か

特別会計へ繰り出した。その他繰出金は、広域連合からの請求に基づき繰出し
実　績

を行った。

繰り出しを行うことにより後期特別会計の健全な運営が図られた。
理　由

引き続き繰り出しにより後期高齢者医療事業特別会計

つ

の健全な事業運営を図

所

る。
今後の取組

　　属 30200

効

0 ほけん課 会　計 1 一

果

般会計

科　目 0301

的

01 民生費・社会福祉

な

費・社会福祉総務費

事

行

　業 030100 国民

政

健康保険事業特別会計

経

繰出事業費（臨時）(

施 営

共通)

国民健康保険財

を

政の安定化を図るため

行

、地方交付税における

い

国保算定分を国保会計

ま

へ繰出す。

 

※　国が

す

示す地方財政計画によ

【

る。

事業概要

国民健康

方

保険事業の健全な事業

針

運営を目標とする。

期

】

間目標

国庫支出金 県支

策

４

出金 地方債 その他 一般

行

財源 事業費計 （千円）

財

令和 4年度実績 0 0

政

0 0 96,760 96

改

,760

令和 5年度

革

実績 0 0 0 0 101,

の

948 101,948

積

活動指標名 単位

計画 0

極

計画 0
令和 4年度 令

的

和 5年度 令和 6年

５

な

度計画 0
実績 0 実績 0

推

活動指標名 単位

計画 0

進

計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

適正に繰り出した。
実

－

　績

適正に繰り出した。
理　由

適正に繰り出すことにより、国民健康保険事業の健全な事業運営を図る。
今後の取組

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 1 一般会計

科　目 030105 民生費・社会福祉費・後期高齢者医療費

事　業 010100 後期高齢者医療事業特別会

　

計繰出事業費(共通)

繰出金の主な内容　事務費：後期高齢者医療事業の運営に必要な経費、職員人件費等及び保険料の徴収に必要

な経費（一般管理費、徴収費）　保険基盤安定：（申請後、交付決定額を繰り出し、広域連

効

合へ納付） 共通

経費、療養給付費、機器利用（広域連合請求額により繰り出し、広域連合へ納付）

事業概要  

後期高齢者医療事業特別会計の健全な事業運営

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千

率

円）

令和 4年度実績 0 160,348 0 0 727,472 887,820

令和 5年度実績 0 167,032 0 0 760,870 927,902

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
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基本 的

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 36,896 0 36,896

令和 5年度実績 0 0 0 36,520 0 36,520

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度

か

令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

事務費等繰

つ

出金 22,424,

所

883円 （療養給付

　

費繰出金 22,37

　

8,363円 保険料

属

余剰金46,520円

3

）　高齢者の保健事
実

0

　績
業と介護予防の一

2

体的実施事業費繰出金

0

　14,094,72

0

9円を一般会計へ繰り

効

0

出した。

精算等実績に

ほ

基づき滞りなく一般会

け

計へ繰り出した。
理　

ん

由

実績に基づき滞りな

課

く繰り出す。
今後の取

会

組

　計 4 国

果

民健康保険事業特別会

的

計

科　目 060302

な

諸支出金・繰出金・一

行

般会計繰出金

事　業 0

政

10100 一般会計繰

経

出金(共通)

以下に事

施 営

由により、一般会計に

を

繰り出す。

・国民健康

行

保険事業の財源を一般

い

会計の実施する事業に

ま

充てるため

・前年度の

す

決算剰余金に一般会計

【

繰入金が含まれる場合

方

、一般会計に返還する

針

ため

事業概要 ・県２号

】

繰入金を活用して健幸

策

４

ポイント事業の経費に

行

充てるため

事務事業を

財

適正に執行していく。

政

期間目標

国庫支出金 県

改

支出金 地方債 その他 一

革

般財源 事業費計 （千円

の

）

令和 4年度実績 0

積

0 0 0 0 0

令和 5年

極

度実績 0 2,696 0

的

0 0 2,696

活動指

５

な

標名 単位

計画 0 計画 0

推

令和 4年度 令和 5

進

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5

－

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

適正な繰出しを行った。
実　績

健康都市推進事業に繰出す必要がある。
理　由

実績に基づき滞りなく繰出す。
今後の取組

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 12 後期高齢者医療事業特別会計

科　目 040201 諸支出金・繰出金・一

　

般会計繰出金

事　業 010100 一般会計繰出事業費(共通)

後期高齢者医療事業の事務費にかかる経費は一般会計からの繰入れにより実施している。

経費に超過が生じた場合、当該超過額を後期高齢者医療事業特別会計か

効

ら一般会計へ返還の必要がある。

長寿健診は市国保の特定健診の枠組みを活用し実施。健診事務は健康推進課に委任しており人件費を一般会計

事業概要 と国民健康保険事業特別会計で負担しているため、長寿健診費用の受託

率

事業収入の人件費分を繰り出す。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施は実務を担う健康推進課と長寿介護課の人件費及びその他の経費の

事業収入分を一般会計に繰り出す。

 

後期高齢者医療事業の適正な運営

期間目標
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基本 的かつ

所　　属 30200

効

0 ほけん課 会　計 12

果

後期高齢者医療事業特

的

別会計

科　目 0402

な

02 諸支出金・繰出金

行

・国民健康保険事業特

政

別会計繰出金

事　業 0

経

10100 国民健康保

施 営

険事業特別会計繰出事

を

業費(共通)

長寿健診

行

は、市国保の特定健診

い

の枠組みを活用して実

ま

施している。長寿健診

す

事務については、健康

【

推進課へ委

任しており

方

、その人件費も一般会

針

計及び国民健康保険事

】

業特別会計で負担して

策

４

いる。長寿健診費用と

行

して交付

された受託事

財

業収入のうち人件費分

政

について国民健康保険

改

事業特別会計負担分を

革

繰り出す必要がある。

の

事業概要  

後期高齢者

積

医療事業の適正な運営

極

期間目標

国庫支出金 県

的

支出金 地方債 その他 一

５

な

般財源 事業費計 （千円

推

）

令和 4年度実績 0

進

0 0 1,098 0 1,098

令和 5年度実績 0 0 0 1,220 0 1,220

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名

－

単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

国保会計操出金を国保会計へ繰り出した。
実　績

長寿健

１

診にかかる人件費について費用負担している国保会計へ繰り出した。
理　由

実績に基づき滞りなく繰り出す。
今後の取組

　効率
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基本 的か

所　　属

つ

100500 総務課 会

効

　計 1 一般会計

科　目

果

020101 総務費・

的

総務管理費・一般管理

な

費

事　業 050100

行

情報公開・個人情報保

政

護推進事業費(共通)

経

個人情報保護法及び情

施 営

報公開条例の適正かつ

を

円滑な運用を図る。情

行

報公開・個人情報保護

い

審査会を設置し、運

営

ま

する。

事業概要

個人情

す

報の保護に十分配慮し

【

ながら、情報公開制度

方

の適切な運用のもと、

針

公正で開かれた市政の

】

推進を図る。

期間目標

策

５

国庫支出金 県支出金 地

情

方債 その他 一般財源 事

報

業費計 （千円）

令和 

公

4年度実績 0 0 0 0 2

開

,263 2,263

令

の

和 5年度実績 0 0 0

推

63 △63 0

成果指標

進

名 審査請求 単位 件

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6

５

年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

審査請求は、０件で

－

あった。
実　績

公開請求者の求める情報が具体的にどのようなものであるかを詳細に聴取するとともに、公開決定等を行う時
理　由

に根拠及び理由を明確にし、公開請求者に丁寧な説明を行ったため。

公開請求者の求める情

１

報が具体的にどのようなものであるかを詳細に聴取するとともに、公開決定等を行う場
今後の取組

合は、根拠及び理由を明確にし、公開請求者に丁寧な説明を行う必要がある。

　効率
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基本 的

1 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 140100 行政不服審査制度事業費(共通)

市民等から不服申立てを受けた本市の行政処分について、その違法性と不当性の審査を行うとともに、裁決の

客観性・公平性を高める

か

ため、行政不服審査会への諮問を行う。

事業概要

市民等から不服を申し立てられた際、行政不服審査制度を適正に運用する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 1

つ

6 16

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 行政不服審査制度研修会等参加 単位 回

計画 1 計画 1
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 1

実績 2 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年

所

度 令和 5年度 令和 

効

　

6年度計画 0
実績 0 実

　

績 0

活動指標名 単位

計

属

画 0 計画 0
令和 4年

1

度 令和 5年度 令和 

0

6年度計画 0
実績 0 実

0

績 0

総務省主催のオン

5

ライン研修（基礎及び

0

応用）を受講した。な

0

お、審査請求について

総

は、適切に対応した（

果

務

１
実　績

件（裁決済み

課

、諮問不要案件））。

会

前年度に引き続き、総

　

務省がオンライン研修

計

を実施したことに伴い

1

、民間主催の研修（行

一

政不服審査法セミナ
理

般

　由
ー：東京都）の受

会

講を見送った。その他

計

国の資料や文献等によ

的

科

り、制度の理解に努め

　

た。

行政不服審査制度

目

を運営するに当たり、

0

研修の受講や情報収集

2

等により今後も制度の

0

理解を深めるとともに

1

、
今後の取組

市におけ

0

る事務処理要領等の整

1

備を進め、行政不服審

総

査の円滑な処理に努め

な

務

る。

費・総務管理費・一

行

般管理費

事　業 030

政

100 人事管理費(共

経

通)

自治体経営の資源

施 営

である職員について、

を

適正な定員管理に努め

行

、人材確保、体系的な

い

職員研修及び、福利厚

ま

生

の充実、働きやすい

す

職場環境の整備等を行

【

い、職員の能力開発、

方

資質向上及び健康被害

針

の未然防止を図る。

ま

】

た、人事評価制度を適

策

６

切に活用し、職員のモ

充

チベーションを高め、

実

組織全体の公務能率の

し

向上に繋げる。

事業概

た

要

職員の資質向上や効

行

果的な活用、健康増進

政

が図られ、市民満足度

サ

の高い行政サービスの

ー

提供ができる状態を目

ビ

期間目標 指す。

国庫支

５

ス

出金 県支出金 地方債 そ

提

の他 一般財源 事業費計

供

（千円）

令和 4年度

の

実績 30 7 0 2,32

た

2 54,386 56,

め

745

令和 5年度実

の

績 0 0 0 3,435 5

人

8,805 62,24

材

0

成果指標名 市民の市

育

職員対応満足度 単位 %

－

成

計画 71 計画 71
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 71

実績 64.70 実績 67.60

成果指標名 人間ドック受診率 単位 %

計画 45 計画 45
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 45

実績 47.20 実績 4

１

5.60

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

市民の市職員対応満足度については、昨年度より上回った。人間ドック受診率については、目標値を達成した
実　績

。

接遇研

　

修などにより職員の資質向上に向けた取組みを継続している。人間ドックは、コロナ明けの令和４年度
理　由

は職員の多くが受診したが、隔年受診者も一定数おり、目標は達成したが昨年度を下回った。

研修計画に基づいた

効

研修を引き続き実施するとともに、オンライン研修など、様々な方法を検討し、より受講
今後の取組

しやすく効果的な研修を行う。また、引き続き職員全体に人間ドックの早期受診等を積極的に促していく。

率

所　　属 100500 総務課 会　計 1 一般会計

科　目 02010
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基本 的

ループと連携し、適時職員研修等を実

施する。

各課からの法的相談に対し、適切な助言が出来るようにする。

期間目標 職員に法令遵守及び法令に基づいた行政運営を根付かせる。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事

か

業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 7,123 7,123

令和 5年度実績 0 0 0 0 7,081 7,081

活動指標名 法規担当職員の研修参加 単位 回

計画 2 計画 2
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 2

実績 0

つ

実績 2

活動指標名 法制執行研修会への職員参加 単位 人

計画 30 計画 30
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 30

実績 10 実績 33

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 

所

6年度計画 0
実績 0 実

効

　

績 0

顧問弁護士の助言

　

等を受け、例規整備及

属

び各課からの法務相談

1

に対応した。法規担当

0

職員として、行政と争

0

訟
実　績

セミナー及び

5

アナログ規制に係る研

0

修を受講した。法制執

0

行研修会は、例規シス

総

テムの操作研修を実施

果

務

した。

新型コロナウイ

課

ルス感染症の影響がな

会

くなったことに伴い、

　

法規担当職員の研修参

計

加及び職員向けの研修

1

会の
理　由

実施ともに

一

目標を達成することが

般

できた。

職員が円滑に

会

例規整備を行うため、

計

例規システムの操作研

的

科

修を実施する。また、

　

法的課題の解決に向け

目

て職員
今後の取組

に適

0

切な助言等が出来るよ

2

う、顧問弁護士との連

0

携を図るとともに、法

1

規担当職員のスキルア

0

ップに努める。

1 総

な

務費・総務管理費・一

行

般管理費

事　業 280

政

100 退職手当基金積

経

立事業費(共通)

60

施 営

歳を超え退職する職員

を

に対し、小林市職員の

行

退職手当に関する条例

い

に基づく退職手当の支

ま

給に要する経費の

財源

す

を確保し、将来にわた

【

る財政の健全な運営に

方

資するため。

事業概要

針

退職手当に係る年度毎

】

の財政負担の平準化を

策

６

図り、財政の健全な運

充

営に資することを目標

実

とする。

期間目標

国庫

し

支出金 県支出金 地方債

た

その他 一般財源 事業費

行

計 （千円）

令和 4年

政

度実績 0 0 0 0 0 0

令

サ

和 5年度実績 0 0 0

ー

0 84,903 84,

ビ

903

活動指標名 単位

５

ス

計画 0 計画 0
令和 4

提

年度 令和 5年度 令和

供

 6年度計画 0
実績 0

の

実績 0

活動指標名 単位

た

計画 0 計画 0
令和 4

め

年度 令和 5年度 令和

の

 6年度計画 0
実績 0

人

実績 0

活動指標名 単位

材

計画 0 計画 0
令和 4

育

年度 令和 5年度 令和

－

成

 6年度計画 0
実績 0 実績 0

退職手当基金を造成し、令和５年度定年引上げ対象者分の退職手当相当額を積み立てた。
実　績

退職手当の後年度負担の平準化のために、退職手当基金を造成し、運用することとしたため。
理　

１

由

今後も後年度負担の平準化のために、定年引上げ対象者分の退職手当相当額を財政状況を勘案しながら積み立
今後の取組

てを行う。

　

所　　属 100500 総務課 会　計 1 一般会計

科　目 020102 総務費・総務管理費・文書広報費

事　業 020100 法規関係事業費(

効

共通)

行政活動上の法的課題を迅速に解決するために、各課からの相談に随時対応し、顧問弁護士への相談や法制ソ

フト支援委託業務等を活用しながら助言等を行うとともに、訴訟等の際には、各課と連携しながら訟務事務

率

を

行う。

事業概要 また、市例規の整備（制定・改廃）に際しては、法令に基づいた市政運営実現のため、各課からの起案に対し

、審査、助言等を行う。

さらに、職員の課題解決能力、法制執務能力の向上を図るため、職員グ
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基本 的

ぐに対応できる体制をとる。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 研修会参加 単位 回

計画 1 計画 1
令和 4年度 令和 

か

5年度 令和 6年度計画 1
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

予定

つ

していた研修（固定資産評価審査委員会運営研修会）の受講を見送った。また、審査申出の実績はなかっ
実　績

た。

国の資料や文献等により、制度の理解に努めた。
理　由

制度の変化等を把握し、審査

所

の申出があった場合に

効

　

速やかに対応できる体

　

制をとるために、固定

属

資産税の評価
今後の取

1

組
や不服審査に関する

0

知識の充実を図る。

0500 総

果

務課 会　計 1 一般会計

的

科　目 020102 総

な

務費・総務管理費・文

行

書広報費

事　業 030

政

100 文書管理事業費

経

(共通)

全庁的な文書

施 営

の収受発送事務及び保

を

存に関する業務、議案

行

の作成、公印の管理に

い

関する事務を行う。

事

ま

業概要

文書管理の指導

す

を徹底し、適切な公文

【

書事務の充実を図る。

方

期間目標

国庫支出金 県

針

支出金 地方債 その他 一

】

般財源 事業費計 （千円

策

６

）

令和 4年度実績 0

充

0 0 0 14,692 1

実

4,692

令和 5年

し

度実績 0 0 0 0 14,

た

766 14,766

活

行

動指標名 文書に係る職

政

員研修及び説明会 単位

サ

回

計画 2 計画 2
令和 

ー

4年度 令和 5年度 令

ビ

和 6年度計画 2
実績

５

ス

2 実績 2

成果指標名 公

提

文書のペーパーレス化

供

の割合（電子化率） 単

の

位 ％

計画 20 計画 30

た

令和 4年度 令和 5

め

年度 令和 6年度計画

の

40
実績 49.50 実

人

績 52.90

活動指標

材

名 単位

計画 0 計画 0
令

育

和 4年度 令和 5年

－

成

度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

新規採用職員を対象とした文書事務の研修を１回、各課（かい）のファイリングマネージャーを対象とした説
実　績

明会を１回、合計２回開催した。また、文書等の管理状況を確認するた

１

め、自己点検を実施した。

適正な公文書事務を行うためには職員の理解が不可欠である。特に、新規採用職員については早期に公文書事
理　由

務の理解を深める必要がある。このため、文書管理Gの職員による研修及び説明

　

会を開催した。

文書保管サイクルの指導、全課の運用点検等を行い、その維持管理に努めるとともに、ペーパーレス化の推進
今後の取組

を図る。

効

所　　属 100500 総務課 会　計 1 一般会計

科　目 020201 総務費・徴税費・税務総務費

事　業 020100 固定資産評

率

価審査委員会事業費(共通)

地方自治法第１８０条の５第３項第２号及び地方税法第４２３条の規定により小林市固定資産評価審査委員会

を設置し、運営する。

事業概要

制度の変化等を把握し、審査の申出があった場合にす
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基本 的

入額（ふるさと納税）1,500,000,000円+（企業版）5,000,000円+（利息）1

期間目標 5,000円-(（ふるさと納税事業費）829,040,000円-（起業家上乗せ補助）10,000,0

か

00円)+（令和４年度一般財

源振替分）2,545,000円-（現計予算額）682,961,000円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 877,506 0 877,5

つ

06

令和 5年度実績 0 0 0 573,396 0 573,396

活動指標名 基金積立額 単位 千円

計画 567,945 計画 682,961
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 904,259

実績 883,121 実績 57

効

3,396

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実

所

績 0 実績 0

新規積立額

　

は573,396千円

果

　

となった。
実　績

寄附

属

金額の減により、積立

3

額が計画より減少した

0

。
理　由

地域の生産者

1

等の連携強化はもとよ

5

り、マーケティング強

0

化や商材の訴求力向上

0

など戦略的な展開によ

税

り、目
今後の取組

標寄

務

附額の獲得に努め、基

的

課

金積み立て額の増を図

会

る。

　計 1 一般会計

科

な

　目 020114 総務

行

費・総務管理費・諸費

政

事　業 060100 還

経

付等事業費(共通)

過

施 営

年度に納付された市税

を

について、減額申告及

行

び還付請求があった場

い

合に、既に決算となっ

ま

た過去の歳入から

還付

す

することができないた

【

め、歳出による還付を

方

行うものである。還付

針

加算金が発生する場合

】

があるので、迅

速に還

策

７

付する必要がある。

事

市

業概要 　

還付発生時に

税

速やかに還付を行い、

の

還付加算金の減少を目

収

標とする。

期間目標

国

納

庫支出金 県支出金 地方

率

債 その他 一般財源 事業

向

費計 （千円）

令和 4

上

年度実績 0 0 0 0 13

や

,152 13,152

５

ふ

令和 5年度実績 0 0

る

0 0 13,293 13

さ

,293

活動指標名 単

と

位

計画 0 計画 0
令和 

納

4年度 令和 5年度 令

税

和 6年度計画 0
実績

等

0 実績 0

活動指標名 単

の

位

計画 0 計画 0
令和 

推

4年度 令和 5年度 令

進

和 6年度計画 0
実績

－

に

0 実績 0

活動指標名 単

よ

位

計画 0 計画 0
令和 

る

4年度 令和 5年度 令

自

和 6年度計画 0
実績

主

0 実績 0

法人市民税1

財

21件、市県民税14

源

7件、固定資産税11

の

件、軽自動車税11件

確

実　績

法人市民税は予

保

定と確定の差額や修正

１

申告・更正請求による還付。市県民税は修正申告・更正請求や配当・譲
理　由

渡割還付。固定資産税及び軽自動車税は修正申告・更正請求による還付を行った。

還付が発生したら速やかに還付・充当通知を行い、遅滞無く還

　

付・充当処理を行っていく。
今後の取組

所　　属

効

162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 090100 未来まち創生基金積立事業費(共通)

ふるさと納税制度による寄附金を原資とする基金を造成し、寄附者の希望と

率

時代の要請に沿った運用を図る。

令和元年度の改正地方税法や総務省方針に則り、寄附募集に係る経費を寄附受入総額の5割以下に抑制し、寄

附額を市政運営に活用する。

事業概要

新規積立額682,961千円。※寄附受
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基本 的

が前年度と比べて減少した。
実　績

現金納付者の件数が減少傾向にある要因として、窓口利用者の減少や口座振替、コンビニ収納や電子決済が増
理　由

えたことによるものではないかと考えられる。

本庁税務課、ほけん課等

か

との連絡を取りながら特に過年度滞納者に対する納付の促進に取り組む。また、口座
今後の取組

振替についても積極的に推進し自主財源の確保に努める。

つ効

所　

果

　属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020201 総務

行

費・徴税費・税務総務

政

費

事　業 010100

経

税務総務費(共通)

地

施 営

方税法の規定に基づき

を

適正な賦課及び徴収を

行

実施するため、税務課

い

の共通経費を管理し、

ま

業務の適正な管理

運営

す

を行う。

事業概要

賦課

【

及び徴収に係る経費の

方

効率化を図る。

期間目

針

標

国庫支出金 県支出金

】

地方債 その他 一般財源

策

７

事業費計 （千円）

令和

市

 4年度実績 0 0 0 2

税

,872 1,408 4

の

,280

令和 5年度

収

実績 0 0 0 2,716

納

1,941 4,657

率

活動指標名 単位

計画 0

向

計画 0
令和 4年度 令

上

和 5年度 令和 6年

や

度計画 0
実績 0 実績 0

５

ふ

活動指標名 単位

計画 0

る

計画 0
令和 4年度 令

さ

和 5年度 令和 6年

と

度計画 0
実績 0 実績 0

納

活動指標名 単位

計画 0

税

計画 0
令和 4年度 令

等

和 5年度 令和 6年

の

度計画 0
実績 0 実績 0

推

税務課全体の業務に係

進

る経費について適正な

－

に

予算執行を行った。
実

よ

　績

-
理　由

今後も必

る

要な経費について効率

自

的に執行していく。
今

主

後の取組

財源の確保

１

所　　属 501000 住民生活課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020201 総務費・徴税費・税務総務費

事　業 010300 税務総務費(須木)

 市税・国民健康保

　

険税・介護保険料等の収納、納税相談や市町村民税の申告事務が主な業務となっている。

事業概要

納期内納付を推進する。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 50

効

2,601 2,651

令和 5年度実績 0 0 0 50 336 386

活動指標名 市税、国保税等の窓口での収納額 単位 千円

計画 10,000 計画 8,000
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 8,000

実績 7,494

率

実績 5,779

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

窓口における市税等の収納額
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基本 的

等の課税資料を収集して管

理し、各税の賦課を行う。

 

事業概要

税収確保に資するため、課税要件の適正な把握により公正かつ公平な賦課を行い、説明責任を果たす。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業

か

費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 14,480 14,480

令和 5年度実績 0 0 0 0 14,814 14,814

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

つ

位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

申告相談において、市民サービス向上等の観点から体制の

効

見直しを行った結果、待ち時間の短縮が図られるな
実　績

どし、職員の負担軽減にもつながり、課税要件の適正な把握、公正かつ公平な賦課に努めることができた。

重要かつ、公

所

平・公正面の要求が非

　

常に高い業務であり、

果

　

更に注力して正確な業

属

務実施を目指す必要が

6

ある。
理　由

今後にお

0

いても、税制改正等へ

1

の対応に注視しながら

0

、正確な賦課実施に努

0

める。
今後の取組

0 住民

的

生活課（野尻庁舎） 会

な

　計 1 一般会計

科　目

行

020201 総務費・

政

徴税費・税務総務費

事

経

　業 010400 税務

施 営

総務費(野尻)

税の種

を

類や課税の方法は多種

行

多様であるため、市民

い

にとって分かりにくい

ま

のが現状である。

また

す

、当窓口の来庁者は高

【

齢者が多く、こうした

方

方にとって税への理解

針

が難しくなりがちであ

】

る。

社会的弱者にも配

策

７

慮した対応を展開し、

市

税の理解と速やかな納

税

税を実現する。

事業概

の

要  

接遇や専門業務に

収

関係した研修を受講し

納

た会計年度任用職員を

率

配置し、市民の側に立

向

って分かりやすい税の

上

説

期間目標 明を行い、

や

丁寧な税収納業務に務

５

ふ

める。

国庫支出金 県支

る

出金 地方債 その他 一般

さ

財源 事業費計 （千円）

と

令和 4年度実績 0 0

納

0 0 2,573 2,5

税

73

令和 5年度実績

等

0 0 0 0 2,551 2

の

,551

活動指標名 窓

推

口収納件数 単位 件／年

進

計画 1,900 計画 1

－

に

,900
令和 4年度

よ

令和 5年度 令和 6

る

年度計画 3,300
実

自

績 3,268 実績 2,

主

714

活動指標名 会計

財

年度任用職員の配置 単

源

位 人

計画 1 計画 1
令和

の

 4年度 令和 5年度

確

令和 6年度計画 1
実

保

績 1 実績 1

活動指標名

１

単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

税申告期間については、昨年度より本庁税務課を主体とし、当課から2名補助を行い、各地区に職員が出向き
実　績

申告相談を実施した。

職員数

　

の減少や通常業務（多種多様な税徴収や窓口での申請・相談業務）により確定・住民税申告に住民生活
理　由

課職員だけでは対応できない状況となっているため。

住民税申告相談等による未申告の減少を図る。本庁税務課と

効

連携し未収納税額の減少を図る。
今後の取組

所　

率

　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020202 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 010100 市県民税賦課業務費(共通)

個人市県民税、軽自動車税、法人市民税、市たばこ税及び入湯税について、申告書
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基本 的

標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 25,373 25,373

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,080 3,080

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令

か

和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

市街地宅地評

つ

価法を適用している地区の見直しを実施した。（対象筆２，７２０筆）
実　績

-
理　由

固定資産税の適正な評価・公正な課税を実施していく。
今後の取組

 

効

所　

果

　属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020202 総務

行

費・徴税費・賦課徴収

政

費

事　業 030100

経

固定資産税賦課業務費

施 営

(共通)

適正な評価と

を

公平な課税を行うため

行

、職員のスキルアップ

い

に必要な評価事務研修

ま

の受講や、死亡者の相

す

続人調

査、また所有者

【

の異動や土地の分合筆

方

、家屋現況図のデータ

針

更新などを実施した。

】

　

固定資産所有者等の

策

７

管理をシステムで行う

市

ことにより、正確でよ

税

り迅速な対応を行った

の

。

事業概要 ・固定資産

収

システム評価･･･固

納

定資産評価基準に基づ

率

き、不動産鑑定士等が

向

行う路線価の付設や宅

上

地等の鑑定

評価、登記

や

異動分のデータ更新の

５

ふ

ほか、地籍調査終了分

る

の図面更新を実施した

さ

。

・家屋現況図データ

と

更新･･･新築、増築

納

、滅失した家屋の配置

税

図の更新や、現行デー

等

タの修正を実施した。

の

適正な評価・公平な課

推

税の実施及び説明責任

進

に務めた。

期間目標

国

－

に

庫支出金 県支出金 地方

よ

債 その他 一般財源 事業

る

費計 （千円）

令和 4

自

年度実績 0 0 0 0 35

主

,180 35,180

財

令和 5年度実績 0 0

源

0 0 43,550 43

の

,550

活動指標名 単

確

位

計画 0 計画 0
令和 

保

4年度 令和 5年度 令

１

和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

適正な評価・

　

賦課業務を実施した。また、評価替え（令和６年度）に向けての処理を行った。
実　績

-
理　由

固定資産税の適正な評価・公正な課税を実施していく。
今後の取組

効

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020202 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 040

率

100 固定資産税賦課業務費（臨時）(共通)

・3年ごとの評価替えに向けた業務

固定資産土地システム評価地区拡大業務（令和３年度～令和５年度）

事業概要

適正な評価・公平な課税の実施及び説明責任に務めた。

期間目
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基本 的

ムの改修を行うことにより、適正かつ公平・公正な

期間目標 税務行政の執行をする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 5,350 5,35

か

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度

つ

令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

市県民税の特別徴収税額通知（納税義務者用）電子化及び森林環境税の賦課は令和6年度課税分、相続税第58
実　績

条通知のオンライン化は令和6年3月から運用開始となる

効

ため、遅滞無くシステム改修を年度内に完了した。

－
理　由

適正かつ公平・公正な税務行政の執行をするために、法改正等に伴う、市税の賦課徴収にかかる各種システム
今後の取

所

組
の改修を実施してい

　

く。

果

　属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020202 総務

行

費・徴税費・賦課徴収

政

費

事　業 050100

経

市税徴収業務費(共通

施 営

)

市税の口座振替の推

を

進やコンビニ納付等に

行

よる納税機会の拡大、

い

出張徴収及び滞納処分

ま

関係研修への参加によ

す

る職員の資質向上に努

【

めるとともに、滞納処

方

分の強化により、徴収

針

率の向上を図る。

事業

】

概要

収納率を向上させ

策

７

る。

期間目標

国庫支出

市

金 県支出金 地方債 その

税

他 一般財源 事業費計 （

の

千円）

令和 4年度実

収

績 0 0 0 3,445 1

納

3,342 16,78

率

7

令和 5年度実績 0

向

0 0 3,489 19,

上

750 23,239

成

や

果指標名 市税収納率（

５

ふ

現年度） 単位 %

計画 0

る

計画 0
令和 4年度 令

さ

和 5年度 令和 6年

と

度計画 0
実績 0 実績 0

納

成果指標名 市税収納率

税

（現年度・過年度[滞

等

納繰越分]合算） 単位

の

計画 96.20 計画 9

推

6.50
令和 4年度

進

令和 5年度 令和 6

－

に

年度計画 96.80
実

よ

績 96.20 実績 96

る

.54

活動指標名 単位

自

計画 0 計画 0
令和 4

主

年度 令和 5年度 令和

財

 6年度計画 0
実績 0

源

実績 0

収納率は、96

の

.54％となった。
実

確

　績

口座振替の推進や

保

コンビニ納付、スマホ

１

アプリ等による納税機会の拡大を行い、督促・催告等を遅延なく実施
理　由

すると共に、滞納処分を実施したため。

今後も継続的に収納対策と滞納処分を推進する。コンビニや郵便局、口座振替、スマートフォンアプリなど

　

の
今後の取組

納税環境の利便性について周知を行い収納率向上を目指す。

効

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020202 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 080100 税務システム管理事業費(共通)

毎年の法改正に伴い、適正かつ公平・公正な税務

率

行政を執行するためには、市税の賦課徴収にかかる各種シス

テムの改修が不可欠な為、遅滞無くシステム改修が行われるようにシステム業者へ委託を行う。

事業概要

毎年の法改正に伴う、市税の賦課徴収にかかる各種システ
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基本 的

基づいて、保険税率を定める。

市は、定めた保険税率により、保険税を賦課・徴収し、県に国民健康保険事業費納付金を納める。

 

事業概要

健全な財政運営を行うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その

か

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,104,805 1,104,805

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,130,950 1,130,950

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和

つ

 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

適正に支出した

効

。
実　績

 

適正に支出した。
理　由

適正に支出する。
今後の取組

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 010201 総務費

政

・徴税費・賦課徴収費

経

事　業 010100 賦

施 営

課徴収費(共通)

国民

を

健康保険税の賦課・徴

行

収業務を進めるための

い

管理を行う。

【参考】

ま

４年度収納率　　　　

す

　　　　　　　　　　

【

　　３年度収納率　　

方

　

事業概要 　現年度　

針

95.63％　　滞納

】

繰越分　23.93％

策

７

　　　現年度　95.

市

03％　　滞納繰越分

税

　23.36％ 

〈努

の

力支援評価対象事業〉

収

　収納率向上

窓口等で

納

の真摯な対応に努める

率

とともに、厳しい財政

向

状況にある国民健康保

上

険事業の健全化を進め

や

ることで、

期間目標 市

５

ふ

民の負担軽減を図る。

る

国庫支出金 県支出金 地

さ

方債 その他 一般財源 事

と

業費計 （千円）

令和 

納

4年度実績 0 820 0

税

21,225 0 22,

等

045

令和 5年度実

の

績 0 881 0 21,5

推

93 0 22,474

成

進

果指標名 現年度分収納

－

に

率 単位 %

計画 94.5

よ

0 計画 95
令和 4年

る

度 令和 5年度 令和 

自

6年度計画 95
実績 9

主

5.63 実績 95.6

財

8

成果指標名 過年度分

源

収納率 単位 %

計画 22

の

.89 計画 25
令和 

確

4年度 令和 5年度 令

保

和 6年度計画 25
実

１

績 23.93 実績 20.45

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

過年度分の収納率は下がったが、納税相談等に注力し現年度分の収納率は前年度を上回る結果となった。

　

実　績

物価高騰による経済への影響もあり、被保険者の所得が落ち込み、過年度分の納付まで至らなかったものと想
理　由

定される。

適正に課税、徴収業務を進め収納率の向上を目指す。
今後の取組

効

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目

率

030101 国民健康保険事業費納付金・医療給付費分・一般被保険者医療給付費分

事　業 010100 一般被保険者医療給付費分納付金(共通)

市は、県が示す標準保険税率を参考に、市の保険税算定方式や予定収納率に
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基本 的

,350

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

か

4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

適正に支出した。
実　績

適正に支出した。
理　由

適正に支出する。
今後の取組

つ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 030102 国民健

政

康保険事業費納付金・

経

医療給付費分・退職被

施 営

保険者等医療給付費分

を

事　業 010100 退

行

職被保険者等医療給付

い

費分納付金(共通)

市

ま

は、県が示す標準保険

す

税率を参考に、市の保

【

険税算定方式や予定収

方

納率に基づいて、保険

針

税率を定める。

市は、

】

定めた保険税率により

策

７

、保険税を賦課・徴収

市

し、県に国民健康保険

税

事業費納付金を納める

の

。

 

事業概要 退職者医

収

療制度は令和6年3月

納

末で廃止。令和6～7

率

年度は精算分を支払う

向

。

健全な財政運営を行

上

うことを目標とする。

や

期間目標

国庫支出金 県

５

ふ

支出金 地方債 その他 一

る

般財源 事業費計 （千円

さ

）

令和 4年度実績 0

と

0 0 0 1,163 1,

納

163

令和 5年度実

税

績 0 0 0 0 592 59

等

2

活動指標名 単位

計画

の

0 計画 0
令和 4年度

推

令和 5年度 令和 6

進

年度計画 0
実績 0 実績

－

に

0

活動指標名 単位

計画

よ

0 計画 0
令和 4年度

る

令和 5年度 令和 6

自

年度計画 0
実績 0 実績

主

0

活動指標名 単位

計画

財

0 計画 0
令和 4年度

源

令和 5年度 令和 6

の

年度計画 0
実績 0 実績

確

0

適正に支出した。
実

保

　績

適正に支出した。

１

理　由

適正に支出する。
今後の取組

所　　属 30

　

2000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 030201 国民健康保険事業費納付金・後期高齢者支援金等分・一般被保険者後期高齢者支援金等分

事　業 010100 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付

効

金(共通)

市は、県が示す標準保険税率を参考に、市の保険税算定方式や予定収納率に基づいて、保険税率を定める。

市は、定めた保険税率により、保険税を賦課・徴収し、県に国民健康保険事業費納付金を納める。

 

事業

率

概要

健全な財政運営を行うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 308,544 308,544

令和 5年度実績 0 0 0 0 334,350 334
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基本 的

5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

適正に支出した。
実　績

適正に支出した。
理　由

適正に支出する。
今後の取組

かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 030202 国民健

政

康保険事業費納付金・

経

後期高齢者支援金等分

施 営

・退職被保険者等後期

を

高齢者支援金等分

事　

行

業 010100 退職被

い

保険者等後期高齢者支

ま

援金等分納付金(共通

す

)

市は、県が示す標準

【

保険税率を参考に、市

方

の保険税算定方式や予

針

定収納率に基づいて、

】

保険税率を定める。

市

策

７

は、定めた保険税率に

市

より、保険税を賦課・

税

徴収し、県に国民健康

の

保険事業費納付金を納

収

める。

事業概要

健全な

納

財政運営を行うことを

率

目標とする。

期間目標

向

国庫支出金 県支出金 地

上

方債 その他 一般財源 事

や

業費計 （千円）

令和 

５

ふ

4年度実績 0 0 0 0 0

る

0

令和 5年度実績 0

さ

0 0 0 0 0

活動指標名

と

単位

計画 0 計画 0
令和

納

 4年度 令和 5年度

税

令和 6年度計画 0
実

等

績 0 実績 0

活動指標名

の

単位

計画 0 計画 0
令和

推

 4年度 令和 5年度

進

令和 6年度計画 0
実

－

に

績 0 実績 0

活動指標名

よ

単位

計画 0 計画 0
令和

る

 4年度 令和 5年度

自

令和 6年度計画 0
実

主

績 0 実績 0

実績なし。

財

実　績

実績なし。
理　

源

由

適正に支出する。
今

の

後の取組

確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 030301 国民健康保険事業費

　

納付金・介護納付金分・介護納付金分

事　業 010100 介護納付金分納付金(共通)

市は、県が示す標準保険税率を参考に、市の保険税算定方式や予定収納率に基づいて、保険税率を定める。

市は、定めた保険税率により

効

、保険税を賦課・徴収し、県に国民健康保険事業費納付金を納める。

 

事業概要

健全な財政運営を行うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 12

率

7,000 127,000

令和 5年度実績 0 0 0 0 117,419 117,419

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 
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基本 的

やかに還付処理を行う。
今後の取組

かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 050101 基金積

政

立金・基金積立金・財

経

政調整基金積立金

事　

施 営

業 010100 財政調

を

整基金積立金(共通)

行

決算剰余金または基金

い

利子を原資に積み立て

ま

る。

事業概要

決算剰余

す

金等が発生した場合、

【

可能な額を積み立て、

方

国民健康保険事業の円

針

滑な運営に寄与するこ

】

とを目標と

期間目標 す

策

７

る。

国庫支出金 県支出

市

金 地方債 その他 一般財

税

源 事業費計 （千円）

令

の

和 4年度実績 0 0 0

収

6 0 6

令和 5年度実

納

績 0 0 0 6 0 6

活動指

率

標名 単位

計画 0 計画 0

向

令和 4年度 令和 5

上

年度 令和 6年度計画

や

0
実績 0 実績 0

活動指

５

ふ

標名 単位

計画 0 計画 0

る

令和 4年度 令和 5

さ

年度 令和 6年度計画

と

0
実績 0 実績 0

活動指

納

標名 単位

計画 0 計画 0

税

令和 4年度 令和 5

等

年度 令和 6年度計画

の

0
実績 0 実績 0

基金利

推

子を積み立てた。
実　

進

績

適正管理を行った。

－

に

理　由

国民健康保険事

よ

業の円滑な運営のため

る

の財源として、適正に

自

管理する。
今後の取組

主財源の確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 060101 諸支出金・償還金及び還付加算金・一般被保険者保険税還付金

事　業 010100 一般被保険者

　

保険税還付事業費(共通)

資格異動届による遡及還付が発生次第、公平賦課の面から還付を行っている。

事業概要

還付が発生した際、遅滞なく支払いを行うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般

効

財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,073 4,073

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,954 2,954

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

率

位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

遅滞なく還付した。
実　績

 

遅滞なく還付した。
理　由

速

事務事業評価書 332



基本 的

標とするが、今後も予測し難
今後の取組

い支出に備える。

かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 060102 諸支出

政

金・償還金及び還付加

経

算金・退職被保険者等

施 営

保険税還付金

事　業 0

を

10100 退職被保険

行

者等保険税還付事業費

い

(共通)

資格異動届に

ま

よる遡及還付が発生次

す

第、公平賦課の面から

【

還付を行っている。

事

方

業概要

還付が発生した

針

際、遅滞なく支払いを

】

行うことを目標とする

策

７

。

期間目標

国庫支出金

市

県支出金 地方債 その他

税

一般財源 事業費計 （千

の

円）

令和 4年度実績

収

0 0 0 0 0 0

令和 5

納

年度実績 0 0 0 0 0 0

率

活動指標名 単位

計画 0

向

計画 0
令和 4年度 令

上

和 5年度 令和 6年

や

度計画 0
実績 0 実績 0

５

ふ

活動指標名 単位

計画 0

る

計画 0
令和 4年度 令

さ

和 5年度 令和 6年

と

度計画 0
実績 0 実績 0

納

活動指標名 単位

計画 0

税

計画 0
令和 4年度 令

等

和 5年度 令和 6年

の

度計画 0
実績 0 実績 0

推

実績なし
実　績

実績な

進

し
理　由

速やかに還付

－

に

処理を行う。
今後の取

よ

組

る自主財源の確

所

保

　　属 302000 ほ

１

けん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 070101 予備費・予備費・予備費

事　業 010100 予備費(共通)

予測しがたい支出が発生し流用ができない場合に、予算額が不足する支払科目に充用して執行する。

　

事業概要

年間を通して、支出の動向を注視しながら、可能な限り予算の範囲内で対応していくことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5

効

年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0

率

計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

予備費から傷病手当金に充用。
実　績

予備費から傷病手当金に充用。
理　由

医療費の動向を注視しながら、可能な限り予算の範囲内で対応していくことを目
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基本 的

標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5

か

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

遅延無く支給した。
実　績

 

資格異動や所得修正に伴うものである。(死亡、転出等)
理　由

還付が発生した場合、速やかに処理を行う。
今後の取組

つ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 12 後期高

な

齢者医療事業特別会計

行

科　目 010201 総

政

務費・徴収費・徴収費

経

事　業 010100 徴

施 営

収費(共通)

宮崎県後

を

期高齢者医療広域連合

行

が賦課した保険料の徴

い

収を行うための予算を

ま

計上。※徴収した保険

す

料は、広域

連合へ納付

【

する。

参考：３年度　

方

収納率　現年度分99

針

.79％　滞納繰越分

】

37.44％

事業概要

策

７

　　　４年度　収納率

市

　現年度分99.68

税

％　滞納繰越分26.

の

02％

保険料の適正な

収

徴収

期間目標 収納率の

納

維持・向上

国庫支出金

率

県支出金 地方債 その他

向

一般財源 事業費計 （千

上

円）

令和 4年度実績

や

0 0 0 1,844 0 1

５

ふ

,844

令和 5年度

る

実績 0 0 0 1,970

さ

0 1,970

成果指標

と

名 現年度分収納率 単位

納

%

計画 99.59 計画

税

99.59
令和 4年

等

度 令和 5年度 令和 

の

6年度計画 99.59

推

実績 99.68 実績 9

進

9.78

成果指標名 過

－

に

年度分収納率 単位 %

計

よ

画 52.40 計画 52

る

.40
令和 4年度 令

自

和 5年度 令和 6年

主

度計画 52.40
実績

財

26.02 実績 30.

源

34

活動指標名 単位

計

の

画 0 計画 0
令和 4年

確

度 令和 5年度 令和 

保

6年度計画 0
実績 0 実

１

績 0

現年度分及び過年度分の収納率は、前年度を上回る結果となった。
実　績

納付相談に注力し納付が進んだものと想定される。
理　由

収納率の維持・向上に努める。
今後の取組

　

所　　属 302000 ほけん課 会　計 12 後期高齢者医療事業特別会計

科　目 040101 諸

効

支出金・償還金及び還付加算金・保険料還付金

事　業 010100 保険料還付金(共通)

後期高齢者被保険者の資格異動や所得の修正等により後期高齢者医療保険料の更正があった場合で後期高齢者

医療保険料に還付が生じ

率

た場合に還付を行う。

事業概要

後期高齢者医療保険料の適正な管理

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 317 0 317

令和 5年度実績 0 0 0 977 0 977

活動指
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基本 的かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 12 後期高

な

齢者医療事業特別会計

行

科　目 040102 諸

政

支出金・償還金及び還

経

付加算金・還付加算金

施 営

事　業 010100 還

を

付加算金(共通)

徴収

行

した保険料に還付が生

い

じた場合、支出を決定

ま

した日までの日数に応

す

じ、条例で定められた

【

割合を乗じて計

算した

方

金額を還付する額に加

針

算して支払わなければ

】

ならない。

事業概要

後

策

７

期高齢者医療保険料の

市

適正な管理

期間目標

国

税

庫支出金 県支出金 地方

の

債 その他 一般財源 事業

収

費計 （千円）

令和 4

納

年度実績 0 0 0 0 0 0

率

令和 5年度実績 0 0

向

0 0 0 0

活動指標名 単

上

位

計画 0 計画 0
令和 

や

4年度 令和 5年度 令

５

ふ

和 6年度計画 0
実績

る

0 実績 0

活動指標名 単

さ

位

計画 0 計画 0
令和 

と

4年度 令和 5年度 令

納

和 6年度計画 0
実績

税

0 実績 0

活動指標名 単

等

位

計画 0 計画 0
令和 

の

4年度 令和 5年度 令

推

和 6年度計画 0
実績

進

0 実績 0

実績なし
実　

－

に

績

実績なし
理　由

加算

よ

金の対象となる還付が

る

発生した場合、速やか

自

に処理を行う。
今後の

主

取組

財源の確保

１　効率
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基本 的

籍調査対象面積　243.32㎢　　地籍調査済面積及び進捗率　Ｒ４　190.52㎢　78.3％

期間目標 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ５　191.25㎢　78.6％

　　　　　　

か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ６　192.95㎢　79.3％

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 50,835

所

0 24,725 △5,

　

481 70,079

令

つ

　

和 5年度実績 0 75

属

,777 0 34,01

3

2 △8,120 101

0

,669

活動指標名 地

1

籍調査事業進捗率（R

5

4年度から後期基本計

0

画の数値） 単位 ％

計画

0

78.30 計画 78.

税

60
令和 4年度 令和

務

 5年度 令和 6年度

効

課

計画 79.30
実績 7

会

8.20 実績 78.9

　

0

活動指標名 単位

計画

計

0 計画 0
令和 4年度

1

令和 5年度 令和 6

一

年度計画 0
実績 0 実績

般

0

活動指標名 単位

計画

会

0 計画 0
令和 4年度

計

令和 5年度 令和 6

科

年度計画 0
実績 0 実績

果

　

0

1年目工程、2年目

目

工程ともに目標通りに

0

実施できた。調査測量

2

委託料　86,385

0

千円
実　績

事前説明会

1

の開催、現地立会いや

1

閲覧における郵送対応

3

等を実施することで、

総

地権者等の理解が得ら

務

れ、高い
理　由

立会率

的

費

や閲覧率が確保できた

・

ため。

国県補助金の配

総

分動向を踏まえつつ、

務

計画通りに事業実施に

管

努め、地籍調査の早期

理

完了を目指す。
今後の

費

取組

・地籍

な

調査費

事　業 0101

行

00 地籍調査事業費(

政

共通)

地籍調査後の図

経

面（不動産登記法第１

施 営

４条図面）修正につい

を

て、公益社団法人宮崎

行

県公共嘱託土地家屋調

い

査士

協会との契約に基

ま

づき、必要な業務を委

す

託する。また、登記未

【

完了箇所について、業

方

務委託契約により現地

針

立

会及び測量を実施し

】

、最新の状態で登記を

策

８

送付する。

事業概要

地

地

積測量図の作成等、対

籍

応できる部分と委託で

調

しか対応出来ない部分

査

を見極め、予算範囲内

事

で迅速かつ適切に

期間

業

目標 対応する。

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

推

の他 一般財源 事業費計

進

（千円）

令和 4年度

５

実績 0 0 0 0 4,255 4,255

令和 5年度実績 0 0 0 0 5,119 5,119

成果指標名 地籍調査事業進捗率（R4年度から後期基本計画の数値） 単位 ％

計画 78.30 計画 78.60
令和 4年度 令和 5年度 令和

－

 6年度計画 79.30
実績 78.20 実績 78.90

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実

１

績 0 実績 0

過年度地区において国有林境界標確認調査・現地撮影業務を実施し、登記送付に向けた取り組みを行った。
実　績

－
理　由

過年度地区２地区の登記送付を令和６年度末までに完了させる。
今後の取組

　

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 0201

効

13 総務費・総務管理費・地籍調査費

事　業 010200 地籍調査事業費(小林)

国土調査法に基づき、主に市町村が土地の境界確認や面積測量を行う調査である。土地の戸籍とも言えるのが

地籍であり、業務の流れとして

率

は、調査計画→土地所有者の把握→地元説明会→一筆地調査（境界立会）→地

籍測量→地籍図・簿の作成→土地所有者閲覧→国の認証→登記簿・地図の修正と、概ね３年という期間を要す

事業概要 る土地調査事業である。

地
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基本 参

な地域づくりに取り組むための必要な経費として交付。

令和２年度から令和11年度までの10年間の交付額を計画的に活用し、自主的かつ持続可能な運営を行う。

　市内全域に設立された「きずな協働体」の活動を支援し

画

、地域コミュニティのネットワークが充実すること

期間目標 で、自治意識が向上し、住民参画を基本としたまちづくりを目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令

に

和 5年度実績 0 0 0 8,847 0 8,847

活動指標名 きずな協働体の設立 単位 地区

計画 9 計画 9
令和 4年

所

度 令和 5年度 令和 

　

6年度計画 9
実績 8 実

　

績 9

活動指標名 単位

計

属

画 0 計画 0
令和 4年

5

度 令和 5年度 令和 

よ

0

6年度計画 0
実績 0 実

0

績 0

活動指標名 単位

計

5

画 0 計画 0
令和 4年

0

度 令和 5年度 令和 

0

6年度計画 0
実績 0 実

地

績 0

地域課題の解決に

域

向けた取組や地域活性

振

化などの取組が全きず

興

な協働体で行われた。

課

実　績

きずな協働体活

る

（

動支援交付金を全団体

須

に交付し、活動を支援

木

した。
理　由

各きずな

庁

協働体のネットワーク

舎

化を推進し、地域の課

）

題解決及び地域資源の

会

発掘等の活動が持続的

　

に行われる
今後の取組

計

よう支援する。

1

協

一般会計

科　目 020

働

106 総務費・総務管

の

理費・企画費

事　業 0

ま

50300 地域振興対

ち

策事業費(須木)

須木

施 づ

区域の最も必要な生活

く

基盤であるガソリンス

り

タンドの維持など住民

を

生活に直結した事業を

推

展開する。

須木区域の

進

地域活性化に繋げるイ

し

ベントとして、須木地

ま

区住民総参加型のイベ

す

ント内容を実施してい

【

く。

事業概要

安定した

策

方

生活基盤の充実と定住

針

化を推進し集落の維持

】

を図る。

期間目標

国庫

１

支出金 県支出金 地方債

市

その他 一般財源 事業費

民

計 （千円）

令和 4年

協

度実績 0 0 0 6,01

働

1 11,640 17,

の

651

令和 5年度実

ま

績 0 0 0 6,200 2

５

ち

,448 8,648

活

づ

動指標名 ふるさと定住

く

補助（R2年度で廃止

り

） 単位 件／年

計画 0 計

の

画 0
令和 4年度 令和

推

 5年度 令和 6年度

進

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 須木ガソリンスタンド各油種供給量 単位 ℓ

計画 623,0

－

00 計画 623,000
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 623,000

実績 560,000 実績 489,796

活動指標名 ボート大会等による合宿参加者数 単位 人

計画 450 計画 450
令和 4年度 令和 5年

２

度 令和 6年度計画 450
実績 115 実績 100

須木ガソリンスタンドの住民利用の呼びかけは区長会等を通じて実施した。
実　績

ガソリンスタンドについては、過疎化による利用者の減や須木以外で利用している場合があ

　

り経営状況が伸び
理　由

なかった。

ガソリンスタンドについては住民生活に直結しておりＪＡと一体となった取組を継続して行う。
今後の取組

市

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 130100 校区協議

民

会運営事業費(共通)

　きずな協働体の運営や活動を支援するため、「きずな協働体活動交付金」の交付や情報提供、集落支援員の

配置等により支援する。

 

事業概要 【きずな協働体活動交付金】

地域住民自らが、持続可能
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基本 参

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 0201

画

06 総務費・総務管理費・企画費

事　業 130400 校区協議会運営事業費(野尻)

輝けフロンティアのじりの安定的な活動を支援するため地域づくり交付金を交付し、各委員会活動や地域活性

化事業により協働のまちづく

に

りを推進する。

令和３年度から組織体制や活動のあり方を見直して（各小学校区を活動の中心とする小規模化を

所

図った。）、

事業概要

　

令和５年度は組織の見

　

直して３年目であり、

属

その充実を図る。

輝け

5

フロンティアのじりを

よ

0

中心に、野尻町区域に

0

ある様々なコミュニテ

5

ィをつなぎ、行政と市

0

民、自治会及び

期間目

0

標 各種団体が協働して

地

野尻町区域の課題解決

域

に取り組む。

国庫支出

振

金 県支出金 地方債 その

興

他 一般財源 事業費計 （

課

千円）

令和 4年度実

る

（

績 0 0 0 1,713 0

須

1,713

令和 5年

木

度実績 0 0 0 1,98

庁

5 0 1,985

成果指

舎

標名 補助金依存率 単位

）

％

計画 95 計画 91
令

会

和 4年度 令和 5年

　

度 令和 6年度計画 9

計

0
実績 100 実績 97

1

活動指標名 単位

計画 0

協

一

計画 0
令和 4年度 令

般

和 5年度 令和 6年

会

度計画 0
実績 0 実績 0

計

活動指標名 単位

計画 0

科

計画 0
令和 4年度 令

　

和 5年度 令和 6年

目

度計画 0
実績 0 実績 0

0

各小学校区の防災事業

2

等をメインとする全事

0

業を久しぶりに実施す

働

1

ることが出来た。また

0

、活動を通して交流
実

6

　績
人口の増大と域外

総

資金を稼ぐ事の大切さ

務

を学ぶことができた。

費

輝けフロンティアのじ

・

りを中心に様々なコミ

総

ュニティをつなぎ、行

務

政、市民、自治会及び

管

各種団体が協働して
理

の

理

　由
野尻地域の課題に

費

取り組むことで現状と

・

今後の取り組む方向性

企

を認識することができ

画

たため。

組織を大きく

費

見直し３年目を迎え、

事

小学校区単位が活動主

　

体となる。更に、地域

業

担当職員制度の見直し

1

も図ら
今後の取組

れ、

ま

3

共に今後の活動の検証

0

及び方向性を模索する

3

。

00 校区協議会

ち

運営事業費(須木)

高

施 づ

齢化・人口減少による

く

集落の維持や伝統行事

り

等の開催といった、地

を

域の課題解決に向け、

推

すきむらづくり協

議会

進

は、既存団体の連携を

し

図るためのネットワー

ま

ク構築や、地域課題の

す

把握と解決への取組み

【

、自主財源確保

に向け

策

方

た事業計画を推進し、

針

3部会により組織運営

】

を実施している。特に

１

すきブランド商品お歳

市

暮ギフトや、

事業概要

民

須木米のネット販売展

協

開などを実施し、須木

働

の特産品のPRを図り

の

つつ、生産者や加工団

ま

体への販売支援を実施

５

ち

し、むらづくり協議会

づ

も自主財源確保に取り

く

組み、協働による地域

り

づくりを実施している

の

。

すきむらづくり協議

推

会においては、将来的

進

に本格的な自立を目指すため、役員や部会長を中心に意識改革を進

期間目標 め、様々な自

－

主事業に積極的に取り組むよう行政側も支援していく。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 3,000 0 3,000

令和 5年度実績 0 0 0 1,534 1,107 2,641

２

活動指標名 自主財源の確保 単位 千円/年

計画 700 計画 700
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 1,000

実績 1,040 実績 775

活動指標名 地域づくり等各種部会の会議回数 単位 回数/年

計画 25 計画 25
令

　

和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 25
実績 22 実績 19

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

花火大会・ほぜまつり等の運営支援、すきブランドギフトセット（お

市

歳暮）のネット販売を実施し、すきブラ
実　績

ンド協議会と連携した取組を実施した。

組織体制も若い世代への参画を募った。須木地区の抱える課題を検討し交付金の有効活用をするため予算の見
理　由

直しを行い、自主財

民

源確保に向けた活動を実施した。

むら協の現行の体制を大幅に見直し、地域の維持存続に係る活動を強化し、併せて自主財源の確保のための様
今後の取組

々な活動を重点的に取り組んでいく。
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基本 参

　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 250300 自治会活動推進事業費(須木)

須木区域の区長会は合併後本庁での一本化により平成23年度に廃止されたが区長の要望により平成24年

画

度から

２ヶ月に１回の定例会を開催している。合併により住民サービスが低下することのないように、須木庁舎が窓

口となり、行政との連絡体制の緊密化が必要不可欠である。

事業概要

期間は特に無し

期間目標 区長会：年６

に

回（２ヶ月に１回）

地域独自のイベント開催

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 

所

4年度実績 0 0 0 0 6

　

7 67

令和 5年度実

　

績 0 0 0 0 34 34

活

属

動指標名 区長会開催数

1

単位 回

計画 6 計画 6
令

よ

6

和 4年度 令和 5年

2

度 令和 6年度計画 6

0

実績 6 実績 7

活動指標

0

名 単位

計画 0 計画 0
令

0

和 4年度 令和 5年

地

度 令和 6年度計画 0

方

実績 0 実績 0

活動指標

創

名 単位

計画 0 計画 0
令

生

和 4年度 令和 5年

課

度 令和 6年度計画 0

る

会

実績 0 実績 0

区長会開

　

催月（４月、６月、８

計

月、10月、12月、

1

１月、3月）７回開催

一

実　績

区長会を通して

般

住民からの様々な要望

会

に対する対応や「きず

計

な協働体」を通して地

科

域活動の把握、地域イ

　

ベン
理　由

ト等へのフ

協

目

ォローなどが有効的に

0

実施できた。

今後も区

2

長会を定期的開催を継

0

続し地域住民との連絡

1

調整を図っていく。き

0

ずな協働体（むら協）

6

との連携に
今後の取組

総

ついても、空き家対策

務

、須木小中学校の体制

費

等についても連携し区

働

・

長会としても取り組ん

総

でいく。

務管理費・企画費

の

事　業 250100 自

ま

治会活動推進事業費(

ち

共通)

地域づくりの活

施 づ

動費補助

　・小林市区

く

長会支援　　小林市区

り

長会補助、小林市区長

を

会研修費補助

　・小林

推

市内57区　　　　行

進

政推進業務委託、いき

し

いき地域づくり区交付

ま

金

事業概要 　・加入促

す

進　　　　　　組加入

【

・新規組促進奨励金

　

策

方

・公民館支援　　　　

針

　小林市自治公民館連

】

絡協議会運営補助、小

１

林市自治公民館建設費

市

補助　　　　

　・コミ

民

ュニティ事業助成金（

協

一般財団法人自治総合

働

センター宝くじ社会貢

の

献広報事業）

区・組加

ま

入促進プロジェクトの

５

ち

推進により自治会活動

づ

への参加を促し、地域

く

づくりに参画する住民

り

を増やすこ

期間目標 と

の

で、地域コミュニティ

推

の活性化を図る。

国庫

進

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令

－

和 5年度実績 0 0 0 18,108 39,890 57,998

活動指標名 区・組加入率 単位 　　％

計画 74.50 計画 74.50
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 74.50

実績 72.60 実績 70.80

活動指

２

標名 自治公民館建設費補助件数 単位 　　件

計画 5 計画 5
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 5

実績 6 実績 5

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

区・組加入促進プ

　

ロジェクト加入促進実施計画に基づき自治会加入促進を行ったが、加入率は低下した。
実　績

自治公民館建設費補助については５公民館に補助し活動を支援した。

区・組加入率については、アパート居住者の加入率減少や高

市

齢化等様々な要因により減少した。
理　由

区・組加入促進プロジェクト加入促進実施計画に基づき、自治会加入率の維持・向上を目指す。
今後の取組

きずな協働体との連携を強化し、地域コミュニティの維持・充実を図る。

民

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会
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基本 参

た事業

　事業主体：商工・観光団体等　　事業数：６事業

市民団体の創意工夫に基づく取組で市民の元気と笑顔を創出するとともに、各分野で活躍する団体を育成する

期間目標 。また、商工業事業者を巻き込み「新たな生活

画

様式」を実践した新たな取組で消費喚起を促し経済活動の活性

化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 4,638 0 4,638

活動指標

に

名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

所

和 4年度 令和 5年

　

度 令和 6年度計画 0

　

実績 0 実績 0

活動指標

属

名 単位

計画 0 計画 0
令

1

和 4年度 令和 5年

よ

6

度 令和 6年度計画 0

2

実績 0 実績 0

市民団体

0

及び事業者が実施する

0

市民の元気と笑顔を創

0

出する取組やにぎわい

地

を回復する取組36事

方

業を支援した
実　績

。

創

市民が創意と工夫によ

生

りさまざまな取り組み

課

を企画・運営したこと

る

会

により事業に取り組む

　

ことができた。
理　由

計

市民の元気と笑顔を創

1

出するとともに、本市

一

や市民団体の魅力発信

般

をさらに強化し関係人

会

口の拡大を図るとと
今

計

後の取組
もに、事業を

科

とおして継続して活動

　

する市民活動団体及び

協

目

リーダーを育成する。

020106 総務費

働

・総務管理費・企画費

の

事　業 460100 集

ま

落対策推進事業費(共

ち

通)

　地域や地域でさ

施 づ

まざまな取組を住民自

く

ら解決するために活動

り

する地域活動団体の状

を

況調査や点検を行い、

推

地

域の実状に応じた地

進

域の維持・活性化活動

し

を支援する。

 

事業概

ま

要 　集落支援員の配置

す

　持続可能な地域のあ

【

り方や住民のつながり

策

方

づくりの再構築を進め

針

るために状況調査及び

】

点検、活動支援を行

期

１

間目標 う。

国庫支出金

市

県支出金 地方債 その他

民

一般財源 事業費計 （千

協

円）

令和 4年度実績

働

0 0 0 0 0 0

令和 5

の

年度実績 0 0 0 0 2,

ま

817 2,817

活動

５

ち

指標名 単位

計画 0 計画

づ

0
令和 4年度 令和 

く

5年度 令和 6年度計

り

画 0
実績 0 実績 0

活動

の

指標名 単位

計画 0 計画

推

0
令和 4年度 令和 

進

5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 

－

5年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

集落支援員を２名配置し、自治会（区）やきずな協働体の活動や話し合いに参加して点検活動や情報支援を行
実　績

った。

区の座談会や会議に参加するとともに、資料の収集・分析を

２

行い地域の実情把握に努めた。
理　由

地域で活動する団体のさまざまな活動の連携を促進するとともに、団体の組織課題を分析し、解決に向けた提
今後の取組

案や助言を行い団体活動の継続に務める。

　

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106

市

総務費・総務管理費・企画費

事　業 470100 こばやしの人とまちが輝く！元気と笑顔ハッシン事業費(共通)

①こばやしの人とまちが輝く！元気と笑顔ハッシン事業（元気と笑顔）

　対象事業：健幸（健康）、ハッシン

民

、子ども、音楽・文化、花

　事業主体：市民団体等　　　　　事業数：30事業

事業概要 ②こばやしにぎわい回復事業（まちなかにぎわい）

　対象事業：多様な事業者が連携し、集客により消費を促し賑わい創出を目的とし
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基本 参画に

所　　属 1

よ

62000 地方創生課

る

会　計 1 一般会計

科　

協

目 020106 総務費

働

・総務管理費・企画費

の

事　業 480100 地

ま

域コミュニティ育成事

ち

業費(共通)

・地域運

施 づ

営組織拠点形成支援事

く

業

　概要：地域課題解

り

決及び経済活動等検討

を

 

事業概要 ・地域課題

推

解決等支援事業

　「宮

進

崎ひなた生活圏づくり

し

」地域課題解決等支援

ま

事業

　概要：交流拠点

す

の整備、高齢者用備品

【

整備　　　　

地域コミ

策

方

ュニティを育成し、活

針

動を支援することで地

】

域のネットワークが充

１

実することで自治意識

市

が向上した

期間目標 状

民

態を目指す。

国庫支出

協

金 県支出金 地方債 その

働

他 一般財源 事業費計 （

の

千円）

令和 4年度実

ま

績 0 0 0 0 0 0

令和 

５

ち

5年度実績 0 1,59

づ

3 0 0 797 2,39

く

0

活動指標名 単位

計画

り

0 計画 0
令和 4年度

の

令和 5年度 令和 6

推

年度計画 0
実績 0 実績

進

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績

－

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

地域の課題解決に向けた活動を行うきずな協働体の拠点整備や話し合いが促進され持続的な活動を行う体制の
実　績

構築が進んだ。

２

県及び市（集落支援員）と共に、地域での話し合いが活性化されたことで課題解決に向けた取組が進んだため
理　由

。

集落支援員及び地域担当職員による地域課題の話し合いと情報の共有を推進し、きずな協働体の活動の活

　

性化
今後の取組

を推進する。

市民
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基本 参

市市民活動支援センター」を市民活動団体に委託して運営する。

【市民活動支援センターの業務】

　・総合相談業務　　　　　　　　　　　　　・情報提供等による活動支援

事業概要 　・市民団体やきずな協働体との連携　

画

　　　・会議室や資機材の貸出

　・市民活動団体が必要とするスキルアップ研修会の開催

　・ＮＰＯ法人オンライン手続支援　等

場所：八幡原市民総合センター

総合的な支援を行うことで、市民活動団体の活動の内容の充実

に

を図るとともに、持続性のある自立した組織へ

期間目標 の成長を目

所

指す。

国庫支出金 県支

　

出金 地方債 その他 一般

　

財源 事業費計 （千円）

属

令和 4年度実績 0 0

1

0 0 0 0

令和 5年度

6

実績 0 0 0 4,138

2

7 4,145

活動指標

よ

0

名 スキルアップ講座等

0

の開催 単位 　　回

計画

0

2 計画 2
令和 4年度

地

令和 5年度 令和 6

方

年度計画 2
実績 2 実績

創

3

活動指標名 相談件数

生

単位 　　件

計画 100

課

計画 100
令和 4年

会

度 令和 5年度 令和 

　

6年度計画 100
実績

る

計

19 実績 54

活動指標

1

名 単位

計画 0 計画 0
令

一

和 4年度 令和 5年

般

度 令和 6年度計画 0

会

実績 0 実績 0

各種相談

計

への対応や会議室、印

科

刷機の貸出、書類作成

　

等の支援に加え、市民

目

団体の発表の場の創出

0

やＰＲ等を
実　績

目的

協

2

に文化祭を開催した。

0

また、団体のスキルア

1

ップを目的にＳＮＳ講

0

座を開催した。

コロナ

6

禍で減少した発表の場

総

の創出や市民団体の課

務

題である会員の減少対

費

策として情報発信に力

・

を入れたため
理　由

。

総

令和５年度に引き続き

働

務

、市民団体が抱える課

管

題解決に向け情報発信

理

に力を入れる。
今後の

費

取組

・企画費

事　

の

業 060100 市民活

ま

動促進事業費(共通)

ち

協働のまちづくりの推

施 づ

進に当たり、地域の課

く

題解決や新たな取組を

り

地域住民と市民団体等

を

が協働して活動して

い

推

けるよう支援する。

・

進

はなまちづくり活動事

し

業費補助

事業概要 ・元

ま

気なまちづくり支援補

す

助金

・小林市ＮＰＯパ

【

ートナーシップ創造事

策

方

業補助金

　テーマ：第

針

２次小林市総合計画後

】

期計画の協働の取組（

２

Ｒ４～Ｒ７）

市民一人

各

ひとりがまちづくりの

種

主体であることを自覚

市

し、市民と行政が互い

民

に尊重しながら、市民

活

参画による

期間目標 協

動

働のまちづくりを推進

５

団

する。

国庫支出金 県支

体

出金 地方債 その他 一般

の

財源 事業費計 （千円）

育

令和 4年度実績 0 0

成

0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 3,900 36 3,936

活動指標名 元気なまちづくり支援補助金申請数（ソフト事業・ハード事業

－

合算） 単位 　　件

計画 5 計画 3
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 3 実績 3

活動指標名 はなまちづくり活動事業補助金申請件数 単位 　件

計画 1 計画 1
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 1

実績 1 実績

２

1

活動指標名 ＮＰＯパートナーシップ創造事業補助金申請件数 単位 　　　件

計画 6 計画 6
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 6

実績 7 実績 7

元気なまちづくり支援補助金ソフト事業３団体、はなまちづくり活動事業

　

１団体、小林市ＮＰＯパートナーシ
実　績

ップ創造事業７団体に交付した。

コロナ禍からの活動の再開が本格化し活動が活発化したため。
理　由

「こばやしの人とまちが輝く！元気と笑顔ハッシン事業」や県や財団の補助事

市

業など、市民活動団体が活用で
今後の取組

きる事業を周知し、市民活動の活性化を図る。

民

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 090100 市民活動支援センター運営事業費(共通)

市が設置する「小林
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基本 参

高校生に対して選挙啓発の冊子を寄贈する。

選挙年齢到達者に対して有権者であることのメッセージ葉書を送る。

各学校における出前講座や模擬投票を実施する。各学校で取り組む「明るい選挙啓発作品」の応募への働きか

画

期間目標 けを促し選挙に関する関心を高める。「わけもんの主張」は予選会を主催し、県が主催する本選に参加する。

新有権者に登録された18歳者に対して、啓発メッセージを送付する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

に

所

一般財源 事業費計 （千

　

円）

令和 4年度実績

　

0 0 0 0 217 217

属

令和 5年度実績 0 0

7

0 0 237 237

活動

3

指標名 単位

計画 0 計画

0

0
令和 4年度 令和 

5

5年度 令和 6年度計

0

画 0
実績 0 実績 0

活動

0

指標名 単位

計画 0 計画

よ

選

0
令和 4年度 令和 

挙

5年度 令和 6年度計

管

画 0
実績 0 実績 0

活動

理

指標名 単位

計画 0 計画

委

0
令和 4年度 令和 

員

5年度 令和 6年度計

会

画 0
実績 0 実績 0

児童

事

、生徒に対して「明る

務

い選挙啓発ポスター・

局

書道展作品展」の募集

る

会

を行った。「わけもん

　

の主張」は発表
実　績

計

会形式で実施できた。

1

高校生及び新有権者に

一

対しては、例年の取り

般

組みを実施した。

出前

会

事業等は１件の実績と

計

なった。その他の啓発

科

事業には試行錯誤の中

　

で実施をしてきた。そ

協

目

の中で、児童・
理　由

0

生徒数の減少により、

2

啓発作品等作品点数は

0

減少となった。

啓発作

4

品募集については、本

0

年同様の取組を行う。

1

今後の取組
高校生へ啓

総

発用テキストの配布を

務

引き続き行う。

費

働

・選挙費・選挙管理委

の

員会費

事　業 0101

ま

00 選挙管理委員会費

ち

(共通)

定例委員会と

施 づ

選挙時の臨時委員会を

く

開催し、選挙執行の方

り

針を決定する。

加盟す

を

る上部団体組織が主催

推

する研修会等に参加し

進

、法改正等の理解を深

し

め適正な対応を行う。

ま

「明るい選挙」の推進

す

を行い、選挙に対する

【

啓発活動を行う。

事業

策

方

概要

選挙管理委員会定

針

例会及び臨時委員会を

】

円滑に進める。

期間目

３

標 各種総会、研修会に

明

参加し見識を深める。

る

主催事業については、

い

その内容に十分な検討

選

を行う。

政治や選挙に

挙

対する関心を高める取

の

り組みを行う。

国庫支

５

推

出金 県支出金 地方債 そ

進

の他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 1 0 0 1,976 1,977

令和 5年度実績 0 1 0 0 2,207 2,208

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計

－

画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

定例委員会及び選挙時の臨

２

時委員会を開催した。なお、本年度委員会に提出された議案については全議案可決
実　績

された。また、上部団体の研修会等に開催市町村として参画及び参加し研鑽を図った。

定例委員会及び選挙時の臨時委員会に提出する

　

議事の丁寧な提案説明を行い、補足説明等も行った。
理　由

定例委員会や会議において、丁寧な提案説明を行い、委員の理解が深まるようにする。
今後の取組

市

所　　属 730500 選挙管理委員会事務局 会　計 1 一般会計

科　目 020402 総務費・選挙費・選挙啓発費

事

民

　業 010100 選挙啓発事業費(共通)

児童、生徒に対して出前講座等を行う。

「明るい選挙啓発ポスター・書道作品」の応募、審査行う。

「わけもんの主張」の発表会を実施し、若者の政治意識向上を高める。

事業概要
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基本 参

。

事業概要 選挙日当日は、投票所を市内45か所に開設する。

選挙啓発は、のぼり・大型看板の設置や街頭啓発等により行う。

事前に準備可能な事務と投開票に向けた環境整備を適正に行う。投・開票事務において適正かつ

画

ミスなく行う

期間目標 。選挙啓発活動により投票率向上を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 35,341 35,341

活動指標名

に

所

単位

計画 0 計画 0
令和

　

 4年度 令和 5年度

　

令和 6年度計画 0
実

属

績 0 実績 0

活動指標名

7

単位

計画 0 計画 0
令和

3

 4年度 令和 5年度

0

令和 6年度計画 0
実

5

績 0 実績 0

活動指標名

0

単位

計画 0 計画 0
令和

0

 4年度 令和 5年度

よ

選

令和 6年度計画 0
実

挙

績 0 実績 0

２か年度に

管

わたる選挙事務準備と

理

選挙に従事する人員の

委

確保を含め投・開票環

員

境の整備を実施し、投

会

開票事務
実　績

及び選

事

挙長事務を滞りなく終

務

えることができた。

前

局

回無投票であったが、

る

会

予算の執行、人員確保

　

、投開票事務における

計

ヒューマンエラーがな

1

かった事何れも順
理　

一

由
調に終えることがで

般

きた。

地方選挙で身近

会

な選挙で有り、僅かな

計

ミスも許されないこと

科

から、今後も万全な投

　

開票の事前準備を行っ

協

目

た上
今後の取組

で選挙

0

の執行に臨む。また、

2

市民からの問合せに対

0

して丁寧に説明ができ

4

るよう知識の向上に努

0

める。

3 総務費

働

・選挙費・選挙執行費

の

事　業 020100 県

ま

議会議員選挙費(共通

ち

)

選挙に必要な投票管

施 づ

理者、立会人、事務従

く

事者の調整と選任を行

り

う。

投・開票所及びと

を

ポスター掲示場の確保

推

を行う。

期日前投票所

進

を市内４か所に開設す

し

る。

事業概要 選挙日当

ま

日は、投票所を市内4

す

5か所に開設する。

選

【

挙啓発は、のぼり・大

策

方

型看板の設置や街頭啓

針

発等により行う。

事前

】

に準備可能な事務と投

３

開票に向けた環境整備

明

を適正に行う。投・開

る

票事務において適正か

い

つミスなく行う

期間目

選

標 。選挙啓発活動によ

挙

り投票率向上を目指す

の

。

国庫支出金 県支出金

５

推

地方債 その他 一般財源

進

事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 7,081 0 0 2 7,083

令和 5年度実績 0 13,772 0 0 △2 13,770

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実

－

績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

２か年度にわたる選挙事務準備と

２

選挙に従事する人員の確保を含め投・開票環境の整備を行った。
実　績

選挙の予算が２か年に渡っており、事業費目を年度毎にしっかりと締めていくことにより、ミスのない事業費
理　由

目の執行ができている。

地方選挙で

　

身近な選挙で有り、僅かなミスも許されないことから、しっかりとした投・開票の事前準備を行う
今後の取組

。また、市民からの問合せに対して丁寧に説明ができるように努める。

市

所　　属 730500 選挙管理委員会事務局 会　計 1 一般会計

科　目 020403 総務費・

民

選挙費・選挙執行費

事　業 040100 市議会議員選挙費(共通)

選挙に必要な投票管理者、立会人、事務従事者の調整と選任を行う。

投・開票所及びとポスター掲示場の確保を行う。

期日前投票所を市内４か所に開設する
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基本 タル

所　　属 16

化

0500 企画政策課 会

を

　計 1 一般会計

科　目

推

020107 総務費・

進

総務管理費・電子計算

し

管理費

事　業 0501

ま

00 地域イントラネッ

す

ト管理費(共通)

市内

【

全域を対象とした公共

施

方

施設を光回線で接続し

針

た地域イントラネット

】

及び災害時の通信手段

１

確保のための市

内公衆

地

無線LAN設備を一体

域

的に管理運営する。

 

社

事業概要  

諸業務での

会

継続性が途絶えないよ

デ

うネットワークの安定

ジ

稼働を確保する。

期間

策

タ

目標

国庫支出金 県支出

ル

金 地方債 その他 一般財

化

源 事業費計 （千円）

令

の

和 4年度実績 0 0 0

推

0 19,892 19,

進

892

令和 5年度実績 0 0 0 0 21,866 21,866

活動指標名 地域イントラネット停止日数（目標０日

５

） 単位 日

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5

－

年度 令和 6年度計画 0
実績 0 実績 0

地域イントラネット停止日数　０日
実　績

適切な運用、保守を行うことで地域イントラネットの機器が安定的に稼働する状態を維持できた。
理　由

地域イントラネットに加え、災害時の

３

通信手段確保を踏まえた市内公衆無線ＬＡＮ通信網を一体的かつ安定的
今後の取組

に管理運営する。

　デジ
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基本 タ

・電子計算管理費

事　業 070100 庁舎ネットワーク機器管理費(共通)

電算処理機器の運用に欠かせない庁内ネットワークの運用管理を行う。

事業概要

安定かつセキュリティ対策が施されたネットワーク環境を維持する

ル

。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

所

一般財源 事業費計 （千

　

円）

令和 4年度実績

　

0 0 0 0 13,813

属

13,813

令和 5

1

年度実績 0 0 0 0 27

6

,151 27,151

0

活動指標名 単位

計画 0

5

計画 0
令和 4年度 令

化

0

和 5年度 令和 6年

0

度計画 0
実績 0 実績 0

企

活動指標名 単位

計画 0

画

計画 0
令和 4年度 令

政

和 5年度 令和 6年

策

度計画 0
実績 0 実績 0

課

活動指標名 単位

計画 0

会

計画 0
令和 4年度 令

　

和 5年度 令和 6年

計

度計画 0
実績 0 実績 0

を

1

庁舎ネットワーク機器

一

更新の際に各種設定の

般

見直しにより、より安

会

定稼働が可能な機器の

計

設置ができた。
実　績

科

適切な運用と保守を行

　

うことで、安定的に稼

目

働している状態を維持

0

することができた。
理

2

　由

第1別館旧サーバ

推

0

ー室から順次４Fサー

1

バー室への機器移設を

0

行うが、旧電算室を含

7

め庁内ネットワークの

総

安定
今後の取組

した通

務

信を行う。

費・総務

進

管理費・電子計算管理

し

費

事　業 010100

ま

電子計算処理管理費(

す

共通)

庁内電算機器の

【

賃貸借や保守を行うこ

施

方

とで、基幹系システム

針

をはじめとする各種シ

】

ステムの安定稼働に努

２

め、

安定した行政サー

庁

ビスの提供を行う。

・

内

各種機器類更新等に伴

デ

う４Ｆサーバー室移転

ジ

に合わせて、随時ネッ

タ

トワーク設定等の変更

ル

を行う。

事業概要 ・シ

策

化

ステムの安定稼働を目

の

的に機器の保守及びサ

推

ーバー室の管理を行う

進

。

・セキュリティ対策により、安全な情報管理に努める。

・システム標準化等への対応。

・社会保障・税番号制度推進に係る法整備や改正に基づく改修を基

５

幹系システム等に対し行う。

基幹系システムやネットワークの業務継続性の担保、マイナンバー制度に基づく効率的な行政運営の確立を目

期間目標 指す。デジタル手続法改正に適正に対応するようシステムの改修等を行い、

－

最適化された状態にすること。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 2,816 0 0 13,042 80,385 96,243

令和 5年度実績 3,350 0 0 13,061 51,86

３

0 68,271

活動指標名 基幹系システム停止日数 単位 日

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位 枚

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

　

活動指標名 単位 台

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

停止日数０日
実　績

 

業者と連携し適切な保守を行うことで基幹系システム停止日数０日であった。
理　由

 

業務システム及びネッ

デ

トワークの安定的な運用を行う。基幹系システムは、令和7年度の標準システムへの切
今後の取組

替に向けた準備を進め、適切な保守及び各課との連携を図り安定的な運用を行う。

ジ

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020107 総務費・総務管理費
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基本 タル

所　　属 1605

化

00 企画政策課 会　計

を

1 一般会計

科　目 02

推

0107 総務費・総務

進

管理費・電子計算管理

し

費

事　業 080100

ま

業務用端末整備事業費

す

(共通)

ＯＳのバージ

【

ョンアップや老朽化に

施

方

伴う更新対応など、突

針

発的な機器の故障に迅

】

速かつ柔軟に対応する

２

ため、

保守を含んだリ

庁

ースによる整備を行う

内

。

 

事業概要

ＰＣ更新

デ

計画に基づきＰＣ更新

ジ

を実施する。

期間目標

タ

国庫支出金 県支出金 地

ル

方債 その他 一般財源 事

策

化

業費計 （千円）

令和 

の

4年度実績 0 0 0 0 1

推

3,267 13,26

進

7

令和 5年度実績 0 0 0 0 11,156 11,156

活動指標名 パソコン更新計画に基づく更新台数 単位 台

計画 0 計画 300
令和 4年度 令和 5年度 令

５

和 6年度計画 140
実績 0 実績 300

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

計画

－

台数どおりのPC更新を円滑に実施できた。
実　績

これまでの導入状況を踏まえ、事前にアプリケーションのインストールを行う等、事前準備を十分に行ったた
理　由

め。

引き続き老朽化したパソコンの更新を計画的に行う

３

。
今後の取組

　デジ
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基本 タル化

所　　属 3005

を

00 市民課 会　計 1 一

推

般会計

科　目 0203

進

01 総務費・戸籍住民

し

基本台帳費・戸籍住民

ま

基本台帳費

事　業 02

す

0100 個人番号カー

【

ド等交付事業費(共通

施

方

)

マイナンバーカード

針

はオンラインで確実な

】

本人確認を行えるデジ

３

タル社会の基盤となる

マ

ものである。

全国民に

イ

行き渡ることを目指す

ナ

国の方針に従い、ほと

ン

んどの住民に行き渡る

バ

よう、窓口来庁が困難

ー

な方には出

張申請・交

策

カ

付サポートによる対応

ー

を行うなど、円滑な取

ド

得に向けた取組みを行

の

い、普及促進に努める

普

。

事業概要  

マイナン

及

バーカード交付件数

期

及

間目標 令和５年度　4

び

3,554人

国庫支出

利

金 県支出金 地方債 その

活

他 一般財源 事業費計 （

５

用

千円）

令和 4年度実

の

績 22,841 0 0 6

推

66 0 23,507

令

進

和 5年度実績 15,915 0 0 62 0 15,977

成果指標名 マイナンバーカード交付件数 単位 人

計画 44,047 計画 43,554
令和 4年度 令和 

－

5年度 令和 6年度計画 43,554
実績 34,967 実績 38,213

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和

３

 6年度計画 0
実績 0 実績 0

マイナンバーカード　申請件数41,535件　交付件数38,213件
実　績

窓口来庁が困難な方には出張申請・交付サポートによる対応を行うなど、円滑な取得に向けた取組みを行って
理　

　

由
いるが、目標達成に至らなかった。

引き続き出張申請・交付サポートによる取組を実施し、ほとんどの住民に行き渡るよう、普及促進に努める。
今後の取組

デジ
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基本 タル

所　　属 1

化

60500 企画政策課

を

会　計 1 一般会計

科　

推

目 020107 総務費

進

・総務管理費・電子計

し

算管理費

事　業 060

ま

100 電子計算総務費

す

(共通)

宮崎行政情報

【

ネットワーク（ＭＡＩ

施

方

Ｎ）等の外部ネットワ

針

ークと安定的に接続し

】

、LGWANサービス

４

等の提供を

受けること

情

で、円滑な庁内業務の

報

運営を図る。

 

事業概

セ

要 宮崎県市町村ＩＴ推

キ

進連絡協議会、宮崎県

ュ

電子計算組織連絡協議

リ

会等で情報収集に努め

策

テ

る。

 

セキュリティ対

ィ

策の研究を行い、外部

対

からの脅威への対策を

策

行う。

期間目標

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

推

の他 一般財源 事業費計

進

（千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 7,748 7,748

令和 5年度実績 0 0 0 0 7,

５

752 7,752

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

－

0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

宮崎県行政情報ネットワークを通じた安定的な外部ネットワークとの通信を確保した。
実　績

セキュリティ研修の受講やネットワーク状況の詳細把握により、障

３

害時の対応体制の推進を図ることができた
理　由

ため。

庁内セキュリティ対策の実施及び各種システムの安定運用を図る。
今後の取組

　デジ
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基本 施

年度に策定した「個別施設

計画」について、必要な検討及び情報整理等を実施する。

事業概要

○個別施設の各種情報を効率的に管理するシステムの導入（又は開発）

期間目標 ○個別施設計画の共通要件定義（基本フォーマッ

設

ト案の作成）

○各施設の方向性（長寿命化・複合化・集約化・廃止）の検討

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,310 2,310

活動指

等

標名 各課ヒアリングの実施 単位 回

計画 1 計画 1
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 

所

5年度 令和 6年度計

　

画 0
実績 0 実績 0

活動

　

指標名 単位

計画 0 計画

の

属

0
令和 4年度 令和 

1

5年度 令和 6年度計

0

画 0
実績 0 実績 0

令和

2

３年度に改訂した「公

5

共施設等総合管理計画

0

」及び令和２年度に策

0

定した「個別施設計画

管

」について、必
実　績

財

要な検討及び情報整理

課

等を実施した。

個別施

マ

会

設のシステム導入、個

　

別施設計画（基本フォ

計

ーマット案の作成）、

1

各個別施設に係るコス

一

ト調査、担当
理　由

者

般

会議及び各課ヒアリン

会

グを実施し、各施設の

計

方向性（長寿命化・複

科

合化・集約化・廃止）

　

の検討を行った。

各個

ネ

目

別施設に係るコスト調

0

査、担当者会議及び各

2

課ヒアリングを実施し

0

、個別施設計画の実施

1

計画を更新する
今後の

0

取組
。

5 総務費

ジ

・総務管理費・財産管

メ

理費

事　業 14010

ン

0 公有財産台帳整備事

ト

業費(共通)

●各財産

施 を

の所管課からの移動情

推

報に基づき土地建物の

進

移動修正を行ってきた

し

が、紙ベースの台帳で

ま

の登記調査

や現況調査

す

を行っておらず現況と

【

の齟齬が発生していた

方

ため、平成20年度に

針

公有財産管理システム

】

を導入し、

公有財産台

策

１

帳の整備や財産の評価

公

など財務諸表の整備・

共

公表に向けて精査を行

施

っている。

事業概要  

設

●課題　資産内容が膨

の

大であり関係各課で異

計

なるので、時期や状況

画

をみて収集方法を工夫

的

していく。

公有財産台

な

帳管理システム及びＷ

５

マ

ｅｂＧＩＳ管理システ

ネ

ム導入により、住民や

ジ

各財産の所管課からの

メ

問い合わ

期間目標 せ等

ン

に迅速に対応する。

国

ト

庫支出金 県支出金 地方

の

債 その他 一般財源 事業

推

費計 （千円）

令和 4

進

年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 5年度実績 0 0

－

0 0 5,005 5,005

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計

４

画 0 計画 0
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度計画 0

実績 0 実績 0

市有地や市有物件等に対する住民・各の所管課からの苦情や問い合わせ等に迅速に対応できた。
実　績

公有財産台帳管理システム及びＷｅｂＧＩＳ管理

　

システム導入により、可視化することができた。
理　由

公有財産台帳管理システムやＷｅｂＧＩＳ管理システムに、空き家管理システムなど各システムと連動するこ
今後の取組

とで情報や利用度を増幅させシステムの付加価

公

値を上げていきたい。

所　　属 102500 管財

共

課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 150100 公共施設等総合管理計画推進事業費(共通)

平成28年３月策定、令和３年度に改訂した「公共施設等総合管理計画」及び令和２
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